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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 百万円 88,665 87,687 84,843 63,912 58,784

経常損益 百万円 601 840 △147 △7,219 △10,327

当期純損益 百万円 605 1,314 △1,797 △8,090 △1,075

純資産額 百万円 16,559 17,890 16,398 7,302 21,708

総資産額 百万円 51,277 51,797 49,111 37,292 46,380

１株当たり純資産額 円 131.10 141.64 129.84 57.27 111.81

１株当たり当期純損益 円 4.79 10.34 △14.33 △64.06 △5.59

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 32.3 34.5 33.4 19.4 46.8

自己資本利益率 ％ 3.9 7.6 △10.5 △68.5 △7.4

株価収益率 倍 35.1 26.8 △17.8 △4.1 △27.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 1,408 994 1,336 △11,064 △13,010

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △1,185 △1,030 △1,861 12,357 7,504

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △11 736 △1,070 △630 12,012

現金及び現金同等物の期

末残高
百万円 2,496 3,197 1,605 2,268 8,767

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
人

1,451

(3,953)

1,387

(4,130)

1,312

(4,202)

1,267

(4,129)

1,248

(3,675)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第109期、第110期については潜在株式が存在しないため、第

111期、第112期、第113期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．第112期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 百万円 79,049 73,968 70,928 51,148 48,524

経常損益 百万円 404 580 18 △5,842 △8,865

当期純損益 百万円 600 1,041 △2,493 △8,019 △1,538

資本金

(発行済株式総数)

百万円

千株

6,317

(126,344)

6,317

(126,344)

6,317

(126,344)

6,317

(126,344)

14,345

(194,376)

純資産額 百万円 16,695 17,729 15,535 6,445 20,498

総資産額 百万円 48,096 47,779 44,528 33,478 43,029

１株当たり純資産額 円 132.16 140.35 123.00 51.03 105.49

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

円

円

－

(－)

3.00

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損益 円 4.75 8.24 △19.74 △63.49 △8.00

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 34.7 37.1 34.9 19.3 47.6

自己資本利益率 ％ 3.8 6.0 △15.0 △73.0 △11.4

株価収益率 倍 35.4 33.6 △12.9 △4.2 △19.0

配当性向 ％ － 36.4 － － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
人

1,202

(2,207)

1,087

(1,816)

1,007

(1,845)

965

(1,798)

962

(1,681)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第109期、第110期については潜在株式が存在しないため、第

111期、第112期、第113期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．第112期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。

４．当社は、平成19年３月26日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年４月11日に第三者割当増資を行い、普通

株式68,032千株を発行いたしました。

その結果、資本金14,345百万円、発行済株式総数は194,376千株となりました。
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２【沿革】

昭和13年６月 資本金20万円をもって株式会社第二不二家を設立

昭和13年９月 株式会社第二不二家に合名会社不二家を吸収合併

昭和13年12月 株式会社不二家に商号変更

昭和21年８月 本社を東京都中央区銀座七丁目２番17号に移転

昭和27年３月 東京都中央区銀座に関東販売所を設置して卸売に進出

昭和33年11月 合名会社不二家（昭和16年７月に藤井食品合名会社として設立、昭和31年10月商号変更）を吸収

合併

昭和34年９月 神奈川県平塚市に平塚工場（チョコレート）を開設

昭和36年11月 不二家食品株式会社を吸収合併

昭和37年６月 東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第二部へ株式を上場

昭和37年８月 大東町（現岩手県一関市）の斡旋により地元酪農家と不二農産工業株式会社（現不二家乳業株式

会社、現連結子会社）を設立

昭和38年８月 日本食材株式会社の株式を取得

昭和38年10月 京都市伏見区にフランチャイズ・チェーン伏見店を開設して、フランチャイズ制を導入

昭和40年２月 東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第一部へ株式を上場

昭和43年８月 神奈川県秦野市に秦野工場（キャンディ、焼物）を開設

昭和43年11月 埼玉県新座市に埼玉工場（洋菓子）を開設

昭和46年５月 大阪府泉佐野市に泉佐野工場（洋菓子）を開設

昭和48年12月 米国バスキン・ロビンス社と合弁会社ビー・アールジャパン株式会社（現Ｂ－Ｒ サーティワン 

アイスクリーム株式会社）を設立して、アイスクリームチェーンに着手

昭和48年12月 株式会社ファーストコンピューターセンター（現株式会社不二家システムセンター、現連結子会

社）を設立

昭和49年６月 サンヨー缶詰株式会社と合弁会社不二家サンヨー株式会社を設立

昭和53年３月 株式会社不二家ロードサイドレストラン（株式会社不二家フードサービス、現株式会社ＦＦＳ、現

連結子会社）を設立して、郊外型外食産業に進出

平成元年６月 ネッスル社と合弁会社ネッスルマッキントッシュ株式会社（後、ネスレマッキントッシュ株式会

社）（菓子製造販売業）を設立

平成元年10月 株式会社ダロワイヨジャポン（洋菓子製造販売業）（現連結子会社）を設立

平成２年６月 静岡県裾野市に富士裾野工場（ミルキー、焼物）を開設

平成６年11月 佐賀県神埼郡に九州工場（洋菓子）を開設

平成12年９月 ネスレマッキントッシュ株式会社の株式売却

平成15年６月 大阪、名古屋各証券取引所への上場を廃止

平成16年２月 旺陞貿易有限公司（台湾）、豊和貿易株式会社、江顕堂氏と不二家(杭州)食品有限公司を中国現地

法人として設立

平成19年２月 山崎製パン株式会社と食品安全管理体制整備の支援に関する覚書を締結

平成19年３月 山崎製パン株式会社と業務資本提携契約を締結

平成19年４月 山崎製パン株式会社に対する第三者割当増資を実施

平成19年８月 株式会社不二家フードサービス（現連結子会社）は、吸収分割により旧株式会社不二家フード

サービス（会社分割効力発生日に株式会社ＦＦＳに商号変更）の事業を承継

平成20年７月 本社を東京都文京区大塚二丁目15番６号に移転
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社８社、関連会社４社及びその他の関係会社１社により構成されており、当社グループが

営んでいる事業内容は、菓子食品の製造販売並びに洋菓子類の製造販売及び喫茶、飲食店の経営を主な内容とし、更に

これらに関連する事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の４事業区分は「第５  経理の状況１.(1)連結財務諸表　注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一であります。

事業区分 主要製品及び業務内容 主要な会社

小売事業

ケーキ、ベーカリー、デザート、アイ

スクリーム等洋菓子類の製造販売、

喫茶店及び飲食店の経営

当社、㈱不二家フードサービス、㈱ＦＦＳ、

㈱ダロワイヨジャポン、㈱ユトリア不二家、

㈱甲信不二フード、Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム㈱

山崎製パン㈱

（会社総数８社）

卸売事業

チョコレート、キャンディ、焼菓子、

飲料及び乳製品等菓子食品の製造

・販売

当社、

日本食材㈱、不二家サンヨー㈱、不二家乳業㈱、

不二家（杭州）食品有限公司

（会社総数５社）

不動産事業 不動産の賃貸、管理等 当社                                        （会社総数１社）

その他の事

業

ＤＮＡの解析及び試薬の販売、

事務受託業務及びアウトソーシン

グ受託、食品加工機械の保守

当社、

㈱不二家システムセンター、不二家テクノ㈱

（会社総数３社）

　企業集団の状況についての事業系統図は次のとおりであります。

（注）１．㈱不二家フードサービスは、平成19年８月に会社分割を行った旧㈱不二家フードサービスの吸収分割

          承継会社であります。

      ２．㈱ＦＦＳは、平成19年８月に旧㈱不二家フードサービスの商号を変更したものであります。また、平

成20年３月に解散決議をしております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

（その他の関係会社）      

山崎製パン㈱

（注）　

東京都千代田

区
11,014

パン、和菓子

洋菓子等の製

造及び販売

被所有　

35.0

当社製品の販売及び同

社製品の仕入

役員の兼任あり

　（注）有価証券報告書提出会社であります。

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱不二家フードサービス

(注)２、４
東京都中央区 490 小売事業 65.0

当社製品及び料理素材

の販売

役員の兼任あり

資金援助あり

㈱ＦＦＳ

(注)２、５
東京都中央区 480 小売事業 100.0

当社製品及び料理素材

の販売

役員の兼任あり

資金援助あり

㈱ダロワイヨジャポン

(注)２、６
東京都中央区 300 小売事業 100.0

当社は店舗を貸与

役員の兼任あり

資金援助あり

㈱不二家システムセンター

(注)２

東京都江戸川

区
40 その他の事業 95.0

当社の事務受託業務及

びアウトソーシング受

託

役員の兼任あり

不二家乳業㈱

(注)２、７
岩手県一関市 64 卸売事業 81.6

当社への原料の販売

当社製品の販売

役員の兼任あり

資金援助あり

（持分法適用子会社）      

不二家サンヨー㈱

(注)８
福島県伊達市 30 卸売事業 50.0

当社製品の一部を製造

当社への原料の販売

役員の兼任あり

資金援助あり

（持分法適用関連会社）      

Ｂ－Ｒ サーティワン アイス

クリーム㈱

(注)３

東京都品川区 735 小売事業 43.3

当社への製品の販売

当社製品の販売

役員の兼任あり

日本食材㈱
埼玉県さいた

ま市中央区
30 卸売事業 49.5

当社製品の一部を製造

役員の兼任あり

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別のセグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しておりません。

３．有価証券報告書提出会社であります。

４．債務超過会社であり、債務超過額は173百万円であります。

５．債務超過会社であり、債務超過額は4,809百万円であります。

６．債務超過会社であり、債務超過額は16百万円であります。

７．債務超過会社であり、債務超過額は5百万円であります。

８．債務超過会社であり、債務超過額は747百万円であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

小売事業 531 (2,728)

卸売事業 570 (787)

不動産事業 1 (0)

その他の事業 50 (158)

全社（共通） 96 (2)

合計 1,248 (3,675)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない当社の総務、管理、経理、人

事部門及び基礎研究等に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

962（1,681) 43.1 21.5 5,274,755

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は不二家労働組合と称し、組合員791人（平成20年３月31日現在）で日本食品関連産業労働組合総

連合会に加盟しており、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当連結会計年度におけるわが国経済は、上期までは回復基調を維持し、企業業績も堅調に推移して緩やかな景気

拡大を続けておりましたが、下期以降にはサブプライムローン問題に端を発した米国景気の減速や円高、原油高な

どを受け、先行きに対する不透明感が急速に広がりました。菓子・食品業界におきましては、原材料高や原油高の影

響を受け、大変厳しい経営環境になりました。

  このような状況のもと当社グループは、平成19年１月の消費期限切れ原料使用問題に端を発した一連の問題によ

り休止状態にあった生産・販売を同年３月23日以降順次再開するとともに、経営体制の刷新と事業の改革に取り組

みました。

  お客様、お取引先の信頼回復とともに事業再建を図るため、当社は平成19年３月26日に山崎製パン株式会社（以

下「山崎製パン」といいます）との間で業務資本提携契約を締結し、抜本的な業務の改善をめざしました。また、財

政面の強化を図り、平成19年４月11日に山崎製パンへの第三者割当増資を実施いたしました。

  さらに、平成19年６月27日には山崎製パンから新役員を迎え、新体制を発足させ、新生不二家として新たなスター

トを切ることとなりました。

  また、経営基盤の強化と業績の回復をめざして「中期経営計画」（平成20年３月期～平成22年３月期）を策定

し、「基幹事業の強化および事業領域の拡大」、「事業インフラの構築と組織構造の再設計」および「経営の透明

性確保と社会的責任の遂行」を基本戦略とし、山崎製パンとの相乗効果を最大限に発揮する経営を推進してまいり

ました。

  さらに、新しい経営理念として、「常により良い商品と最善のサービス（ベストクオリティ・ベストサービス）

を通じて、お客様ご家族に、おいしさ、楽しさ、満足を提供する。」を定め、この理念のもとに不二家ブランド再生に

向けて、従業員の意識改革に努めました。

  しかしながら、平成19年４月以降も小売事業においては、店舗数、客数および販売品目数の減少が大きく響き、ま

た卸売事業においては、コンビニエンスストアや量販店での販売再開が思うように進まず、上期においては、大変厳

しい結果となりました。

  その間当社におきましては、経営陣を先頭に、取引先やフランチャイズチェーン店（以下「ＦＣ店」といいま

す）を訪問し販路の確保と拡大に努めると共に、社内においては安全・安心の体制整備やコスト削減を進めるな

ど、事業再生のために必死の努力を続けてまいりました。そして、その成果が下期に入って次第に現れはじめており

ます。

  当連結会計年度の業績につきましては、売上高は587億84百万円（前期比8.0％減）（上期：225億18百万円、前年

同期比40.3％減、下期：362億66百万円、前年同期比38.5％増）となりました。利益面では売上高の減少による生産性

の悪化や原材料高の影響が大きく、営業損失は106億円（前期は66億59百万円の営業損失）となりましたが、その内

訳を見ますと、上期営業損失は71億81百万円であったのに対して、下期営業損失は34億19百万円であり、下期には回

復基調を示しました。経常損失は103億27百万円（前期は72億19百万円の経常損失）となりました。特別利益として

固定資産売却益84億30百万円や投資有価証券の売却益８億69百万円、特別損失としては主として店舗閉鎖にともな

う固定資産の廃棄損４億12百万円を計上し、当期純損失は10億75百万円（前期は80億90百万円の当期純損失）とな

りました。

  事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。

＜小売事業＞

  物販事業におきましては、不二家洋菓子チェーン店は、平成20年３月期の新設店が20店、閉鎖店が165店となり、期

末店舗数は前期末比145店減の607店となりました。中期経営計画では店舗減を100店と見込んでおりましたが、予想

を上回る店舗減が大きく響き売上高が減少いたしました。

  しかし、山崎製パンの協力のもとに、「スイーツ＆ベーカリー」の新業態店舗を開設するとともに、パンや和菓子

も含めた品揃えの拡充を行い、さらには山崎製パンルートや外食チェーン店へのＯＥＭ製品の販売等外販事業につ

いても強化を図りました。また一方で、全国各地のＦＣ店との対話によって相互理解を深め、営業支援金の負担も行

いながら、ＦＣ店の営業意欲の維持向上に努めてまいりました。さらに、「88円シュークリーム」の発売をはじめと

するおやつ菓子の強化や、洋菓子の価格帯見直しによる活性化策の実施、新製品の開発強化等を行っております。ま

た、店舗数の増加を期し、大手量販店系ショッピングセンターへの出店を促進してまいりました。

  また、ダロワイヨ事業では、ダロワイヨの銀座本店移転にともなう改装休業や玉川髙島屋店の閉鎖があり、通期売

上高は減少いたしました。しかしながら、売場面積や販路の拡大努力が功を奏し、主力商品の「マカロン」を中心に

期末に向けては好調に推移いたしました。

  この結果、物販事業売上高は165億97百万円（前期比21.1％減）となりました。

  外食事業におきましては、平成19年８月に株式会社不二家フードサービスの会社分割を行い、新たな経営体制の

もとにレストラン事業の再生および改革を進めてまいりました。店舗オペレーションの改善やサービスの強化、メ

ニューの改善等の実施により、会社分割後の新会社経営はほぼ計画通りに進行しております。しかし、会社分割前の
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第１四半期の売上の低迷や、会社分割時に行った不採算店の閉鎖等により、外食事業の売上高は減少いたしました。

  この結果、外食事業売上高は64億44百万円（前期比23.9％減）となりました。

  以上の結果、小売事業全体の売上高は230億41百万円（前期比21.9％減）となりました。

＜卸売事業＞

  菓子事業につきましては、上期は小売業での販売再開の遅延が大きく影響し、業績回復の遅れにつながりました。

しかしこの間、工場の管理体制の見直し等を図り、一連の問題を発端に登録証を一時失効していたＩＳＯ９００１

も、９月には失効解除となりました。

  また、「ルック」、「ミルキー」および「カントリーマアム」の基幹３ブランドへの集中戦略を推進したことに

より、下期以降、主力製品の一部に品不足が生じるほどの状況を示すなど、上記３ブランドの基幹商品群を中心に順

調な回復を示しております。

  この結果、菓子事業売上高は317億８百万円（前期比8.2％増）となりました。

  食品事業におきましては、自販機ルートを中心に再開が遅れた影響を受け売上回復に至らず、売上高は29億93百

万円（前期比22.8％減）となりました。この状況を打破すべく、経営トップが率先して販売拡大に力を注ぎ、主力の

「ネクター」や「スカッシュ」を中心に基幹商品の売上回復をめざすとともに、コンビニエンスストア向け新製品

の発売を積極的に行っております。

  以上の結果、卸売事業全体の売上高は347億１百万円（前期比4.6％増）となりました。

＜不動産事業＞

  不動産事業の売上高は、社有資産の売却によるテナント収入の減少等により２億71百万円（前期比45.4％減）と

なりました。

＜その他事業＞

  主に株式会社不二家システムセンターの受注受託業務の売上で、売上高は７億70百万円（前期比7.1％増）となり

ました。
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(2）キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローについては、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて64

億98百万円増加し、87億67百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果使用した資金は、130億10百万円（前期末比19億45百万円の悪化）となりました。これは主に当連

結会計年度の経常損失の計上等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果得られた資金は、75億４百万円（前期末比48億53百万円の減少）となりました。これは主に社有

ビル等の売却収入及び投資有価証券の売却収入等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果得られた資金は、120億12百万円（前期末比126億42百万円の増加）となりました。これは主に第

三者割当増資実施に伴う新株発行によるものであります。
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２【生産、商品仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

小売事業 ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子類

（百万円）
11,802 76.2

 調理加工品（百万円） 224 70.1

 計（百万円） 12,027 76.1

卸売事業 チョコレート、キャンディ等菓子類

（百万円）
30,210 101.7

 飲料、乳製品等（百万円） 890 88.2

 計（百万円） 31,101 101.2

合計（百万円） 43,128 92.7

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

小売事業 ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子類

（百万円）
1,003 95.4

 調理加工品（百万円） 838 79.6

 計（百万円） 1,842 87.5

卸売事業 チョコレート、キャンディ等菓子類

（百万円）
1,834 92.3

 飲料、乳製品等（百万円） 2,119 66.0

 計（百万円） 3,953 76.0

合計（百万円） 5,795 79.4

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

小売事業 物販(ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓

子類）（百万円）
16,597 78.9

 外食(喫茶及び飲食店）（百万円） 6,444 76.1

 計（百万円） 23,041 78.1

卸売事業 菓子(チョコレート、キャンディ及び焼菓子等

菓子類)（百万円）
31,708 108.2

 食品(飲料、乳製品等)（百万円） 2,993 77.2

 計（百万円） 34,701 104.6

不動産事業 不動産賃貸収入（百万円） 271 54.6

 計（百万円） 271 54.6

その他事業 ＤＮＡの解析、試薬の販売、事務受託業務及

びアウトソーシング受託（百万円）
770 107.1

 計（百万円） 770 107.1

合計（百万円） 58,784 92.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) グループ全体としての現状認識

  今後の見通しといたしましては、わが国経済は、米国経済の景気減速や、円高、原油高などの影響を受け、先行きに

対する不透明感が急速に広がっております。菓子・食品業界にありましては、穀物や乳製品をはじめとする原材料

価格の高騰、さらには少子高齢化社会の到来による需要の伸び悩みにより、今後も厳しい経営環境が続くものと認

識しております。

(2) 当面の対処すべき課題

  当社グループは、最重要課題として、中期経営計画達成のために全力をあげるとともに、その前提となる食品安全

衛生と社会的信頼回復に向けた活動を、今後も継続的に推進してまいります。 

  また、当社の主原料であります乳製品、植物油脂、小麦粉等の原材料および原油価格の高騰に対しては、生産方式

の見直しや物流の根本的な改革による大幅なコスト削減、そして付加価値を高めた新製品投入などによって対応し

てまいります。

(3) 具体的な取り組み状況

小売事業

《物販事業》  

  まず第一に、物販事業の根幹である洋菓子チェーン店の売上確保に取り組んでまいります。そのために、週単位の

きめ細かい販促計画による店舗の活性化と、これに対応した店舗運営の改善、製品開発力の強化を行うとともに、

「シュークリーム」や「ペコちゃんのほっぺ」等のおやつ菓子の重点販売によって客数の増加を図ります。また、

健康志向のトレンドに合致する「ヘルシー＆ビューティー」をコンセプトにした新製品など、新規顧客の来店促進

につながる製品開発も積極的に行います。さらには、山崎製パンとのコラボレーションを強化して新規販路の開拓

を行い、新規店舗の開発も積極的に進めて、総合的に売上の拡大を図ってまいります。

《外食事業》  

  外食事業では、子会社の株式会社不二家フードサービスの経営体制を刷新するとともに、店舗においては、メ

ニューやサービスの不二家らしさを前面に打ち出し、店舗オペレーションの改善によるコスト削減を図って、再生

に向けて全力を尽くします。 

卸売事業

《菓子事業》   

  菓子事業につきましては、「ルック」、「ミルキー」および「カントリーマアム」の基幹３ブランドに加え、

「ホームパイ」と「ポップキャンディ」の２ブランドの育成強化を図るとともに、流通企業とのタイアップによる

製品開発も積極的に行います。また、主力ブランドの生産体制増強のための設備投資を行い、供給力不足の状態を解

消し、一層の販売の増加をめざします。

《食品事業》  

  食品事業におきましては、「ネクター」や「スカッシュ」の基幹商品を中心に、販売委託先であるサッポロ飲料

株式会社との連携を深めると共に、山崎製パンルートとの取り組みも加え、拡販に努めてまいります。

(4) 食品安全衛生と社会的信頼回復の活動

①食品安全衛生活動

   製品の安全性を向上させるため、ＡＩＢ（American Institute of Baking）食品安全統合基準による指導監査システ

ム（以下「ＡＩＢ食品安全システム」といいます）を導入し、継続的な監査を行っております。また、工場の品質管

理機能を包括した社長直轄の「食品安全衛生管理本部」を設立し、品質管理の組織体制整備と人員強化を実施いた

しました。また、一連の問題から丸１年経過した本年１月11日を機に、毎月11日を「食品安全の日」と定め、通常の

品質管理業務とは別に、工場、店舗の品質管理体制の点検を実施するなど、全社をあげて食品安全衛生に取り組んで

おります。

②社会的信頼回復活動

   消費者団体や報道関係者に対し、工場見学会・説明会などを通じて情報発信すると共に、お客様に対しても親子

見学会などを通して工場を見ていただき、開かれた会社になるよう努めております。また、社内においても、全従業

員を対象にコンプライアンス勉強会を実施するなど、従業員の意識改革を進めてまいりました。

   今後とも、食品安全衛生と社会的信頼回復の２つのテーマについては、会社再生の基盤と考え、必要なコストを投

じ、組織体制・スタッフの強化を図り、全社レベルで継続的に取り組んでまいる所存です。

   当社を取り巻く環境は一段と厳しさを増しておりますが、これらの諸施策を着実に実行することにより、全社一

丸となって売上の回復と収益の向上をめざしてまいります。
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４【事業等のリスク】

  事業の状況、財務の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下の

ようなものがあります。当社グループは、事業等のリスクが発生する可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生

した場合の対応に努める所存であります。

  なお、以下の文中には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日（平成20年６月

26日）現在において当社グループが判断したものであります。

①  「食」の安全性について

  当社グループでは、食の安全性を向上させるため、ＡＩＢ（American Institute of Baking）食品安全統合基準による

指導監査システムを導入し、社内自主監査チームによる工場の指導監査を継続的に実施しております。また、工場の

品質管理機能を包括した社長直轄の「食品安全衛生管理本部」を設立し、品質管理の組織体制整備と人員強化を実

施いたしました。しかしながら社会全盤にわたる品質問題等、当社の取組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。

②  原材料価格高騰について

  当社の主原料であります乳製品、植物油脂、小麦粉等の原材料および原油価格が予想以上に高騰しております。さ

らに、世界的な需給状況の変化や輸出国の政情不安等により原料の量的確保が困難になる場合、売上原価の悪化や生

産活動への支障の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③  大地震等を含む自然環境の変化について

  当社グループの事業は、その特性上過度の気温上昇によって消費者の購買動向が影響を受け、売上の減少につなが

る恐れがあります。また、近年日本各地で発生したものと同等規模の大規模地震が発生した場合、消費及び生産活動

に関して多大な打撃をこうむる可能性があります。

④  株式市場の動向について

  当社保有の株式については、すでに減損処理を実施してきましたので、今後については大きな影響はないものと考

えますが、株式市場の予想を上回る大幅な下落が発生した場合については、投資有価証券評価損等の特別損失を発生

させる可能性があります。

⑤  訴訟について

　当社を被告として、３件４億76百万円の損害賠償請求訴訟が係争中であります。これらは、いずれも一連の問題を契

機とした売上不振により、原告が経営している不二家ファミリーチェーン店舗の売上が大きく減少したため多大な

る損害を受けたと主張したものであり、その損害をそれぞれ当社に対し賠償請求しているものであります。

  現在、これらの訴訟は東京地方裁判所において審理中であり、結審に至るまでには期間を要するものと思われ、現

時点において結果を予想するのは困難であります。仮に当社にとって不利な判決がなされた場合は、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

 (１) 不二家フランチャイズチェーン契約

　当社は、フランチャイジーとの間に「不二家フランチャイズチェーン契約」を締結しております。

期間　　：３カ年間（期間満了後１年毎の自動更新）

契約内容：１．不二家ファミリー・チェーン加盟店の運営

２．不二家ファミリー・チェーンに係わる商標、サービスマーク、運営マニュアル等の使用

　  （注）フランチャイズ店は522店ありますが、フランチャイジーによって発効日が異なりますので、発効日の記載

          を省略しております。

なお、平成７年４月１日よりロイヤリティ制度を導入し売上の５％程度のロイヤリティを受けとっておりま

す。

 (２) 山崎製パン株式会社との業務資本提携契約

　当社は、平成19年３月26日、山崎製パン株式会社との間に「業務資本提携契約」を締結しております。

契約内容：１．両社製品の相互販売、相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売拠点の共同開発、物

              流の共同化等の業務提携

２．当社普通株式の第三者割当増資による資本提携

 (３) 事業再生支援に関する合意書

　当社は、平成19年５月24日において、当社、当社子会社である株式会社不二家フードサービス（現株式会社ＦＦ

Ｓ）及びベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で、不二家フードサービスのレストラン等事

業を会社分割により、ベーシック・キャピタル・マネジメントが投資助言する株式会社みのり（以下「みのり

ファンド」といいます）と当社が共同で設立する新会社（以下「新会社」といいます）へ承継させることに関

し、「事業再生支援に関する合意書」を締結いたしました。

契約内容：１．当社は、みのりファンドと共同で新会社を平成19年６月１日に設立し、平成19年８月１日をもっ

              て不二家フードサービスのレストラン等事業を新会社 株式会社エフアンドビイ（平成19年８月

              １日、株式会社不二家フードサービスに商号変更）に承継させる。

          ２．新会社の出資額（比率）   当社65.0％、みのりファンド35.0％

          ３．分割の期日（効力発生日） 平成19年８月１日

 (４) 上記記載の吸収分割契約

目的：レストラン事業の再生

承継された事業

  分割会社（株式会社不二家フードサービス、 現株式会社ＦＦＳ）の存続させる74店舗に属する資産、負債、

  その他の権利業務及び雇用契約

    資産   959百万円

    負債   695百万円

６【研究開発活動】

  基礎研究の分野では、機能性食素材である乳酸菌を含む醗酵食品を候補に、抗アレルギー効果を検証するための

アッセイ試験として花粉症症状を緩和するか否かの試験を開始すると共に、製造法に関する基礎的実験データの蓄積

を図りました。また、食の安全・安心を科学的側面から支援するといった見地から、最終製品に含まれる食物アレル

ギー特定原材料のＥＬＩＳＡ法による検査技術の確立を行いました。さらに、自社保有の共生醗酵食品に関する有用

菌株構成の把握をめざして遺伝子型による菌株特定法の研究を進め、いくつかの乳酸菌株に関して亜種レベルでの特

定を可能にする技術開発を行いました。このほか、遺伝子配列解析技術を利用したゲノム解析研究の学術的成果を、平

成19年12月の日本分子生物学会・生化学会合同大会にて東京大学と共同で発表しました。

  食品分析の分野では、自社商品の栄養表示成分等の分析、賞味期限の確認、自社洋菓子商品を買い付けての細菌検査

など、品質に関わる分析を行い、結果を関連部署に提供しております。また、これら分析法の精度向上に努めると同時

に、新規分析法の確立や分析法の改良にも取り組みました。チョコレート中のアフラトキシン分析法を確立し、マイコ

トキシン学会において発表を行うと共に、当該学会で好評を得た本成果を論文(英文)にて投稿し、査読審査を経てマイ

コトキシン学会誌(2008年1月号)に掲載されました。製品開発支援におきましても、商品や原材料に関する成分や物性

などについて分析面からのサポートを継続実施しました。

　当連結会計年度末の研究開発従事者は10名、研究開発費は１億25百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成に当たっては、主として期末日現在の判断に基づく見積りによるものがあります。

  詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．(1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載しております。

(2）財政状態の分析

  当連結会計年度末の財政状態といたしましては、総資産で463億80百万円（前期末比90億87百万円の増）となり

ました。流動資産は186億55百万円（前期末比114億48百万円の増）で主な増加要因は第三者割当増資の実施や銀座

二丁目ビルの売却による現預金の増加等によるものであります。固定資産は277億24百万円（前期末比23億60百万

円の減）で投資有価証券の売却や固定資産の除却等によるものであります。

  負債の部は246億72百万円（前期末比53億17百万円の減）となりました。負債の主な減少要因は借入金の返済を

図ったことや未払金の減少等によるものであります。

  純資産の部は217億８百万円（前期末比144億５百万円の増）となりました。主な増加要因は第三者割当増資実施

によるものであります。この結果自己資本比率は46.8％（前期は19.4％）となり、１株当たり純資産は111円81銭

（前期末比54円54銭増）となりました。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

  当連結会計年度の売上高につきましては587億84百万円（前期比8.0％減）（上期：225億18百万円、前年同期比

40.3%減、下期：362億66百万円、前年同期比38.5%増）となりました。  

  売上高の詳細につきましては、「第２　事業の状況　１　(1）業績」に記載しております。

  利益面では売上高の減少による生産性の悪化や原材料高の影響が大きく、営業損失は106億円（前期は66億59百

万円の営業損失）となりましたが、その内訳を見ますと、上期営業損失は71億81百万円であったのに対して、下期営

業損失は34億19百万円であり、下期には回復基調を示しました。経常損失は関係会社の業績好調による持分投資利

益等の営業外収益が営業外費用を上回り103億27百万円（前期は72億19百万円の経常損失）となりました。特別利

益として固定資産売却益84億30百万円や投資有価証券の売却益８億69百万円、特別損失としては主として店舗閉鎖

に伴う固定資産の廃棄損４億12百万円を計上し、当期純損失は10億75百万円（前期は80億90百万円の当期純損失）

となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、販売競争の激化に対処するため、小売事業、卸売事業を中心に29億62百万円の設備投資を実施し

ました。

　小売事業においては洋菓子設備の「ＡＩＢ食品安全システム」への対応を中心とした食品安全衛生面での改善等を

埼玉工場、野木工場を中心に６億80百万円、店舗営業設備の新設、改装等の営業部門に８億60百万円の設備投資を実施

しました。

　卸売事業においては基幹商品群の生産能力増強等を平塚工場、秦野工場を中心に９億49百万円の設備投資を実施し

ました。

　また、当連結会計年度において当社の銀座二丁目ビルを売却いたしました。これによる売却益を84億24百万円計上し

ております。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
及び備品

土地
（面積㎡）

合計

野木工場

（栃木県下都賀郡野木町）
小売事業

小売菓子生

産設備
783 433 1

29

(35,128)
1,247

37

〔153〕　

埼玉工場

（埼玉県新座市）
小売事業

小売菓子生

産設備
1,058 501 2

302

(21,781)
1,864

75

〔197〕　

泉佐野工場

（大阪府泉佐野市）
小売事業

小売菓子生

産設備
656 348 3

173

(25,139)
1,182

38

〔123〕　

九州工場

（佐賀県神埼郡吉野ヶ里町）
小売事業

小売菓子生

産設備
174 79 1

474

(21,892)
729

16

〔40〕　

平塚工場

（神奈川県平塚市）

卸売事業

小売事業

卸売・小売

菓子生産設

備

564 1,971 19
22

(17,995)
2,577

109

〔312〕　

秦野工場

（神奈川県秦野市）

卸売事業

小売事業

卸売・小売

菓子生産設

備

873 1,419 5
97

(67,127)
2,396

141

〔281〕　

富士裾野工場

（静岡県裾野市）

卸売事業

小売事業

卸売・小売

菓子生産設

備

919 980 8
1,598

(72,662)
3,506

70

〔75〕　

数寄屋橋店

ほか合計85店舗（直営）
小売事業

小売販売店

舗
764 129 146

－

（－）　
1,041

69

〔352〕　

首都圏営業部

ほか合計14営業拠点
卸売事業

卸売販売営

業
2 0 0

－

（－）　
3

172

〔103〕　

音羽事業所

（東京都文京区）
会社統括業務

統括業務施

設
104 6 39

－

（－）　
151

179

〔22〕　

(2）子会社

　 （平成20年３月31日現在）

会社名 事業所名

事業の種
類別セグ
メント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及
び
構築物

機械装
置及び
運搬具

工具器具
及び備品

土地
（面積
㎡）

合計

㈱不二家フードサービス

横浜セン

ター店ほか

合計74店舗

小売事業
小売販売

店舗
96 22 70

－

（－）　
188

125

〔1,705〕　

㈱ダロワイヨジャポン

自由が丘店

ほか

合計13店舗

小売事業
小売販売

店舗
231 4 48

－

（－）　
284

39

〔84〕　

不二家乳業㈱ 本社工場 卸売事業
卸売菓子

生産設備
140 90 2

9

(17,159)
244

32

〔12〕　

　（注）１．帳簿価額には建設仮勘定の金額は含めておりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．従業員数の〔　　〕は、臨時従業員で外数であります。
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３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

(1）提出会社

　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
土地面積
（㎡）

年間賃借及びリー
ス料（百万円）

摘要

数寄屋橋店

ほか合計84店舗

（直営）

小売事業 店舗施設 4,840 369 賃借

数寄屋橋店

ほか合計85店舗

（直営）

小売事業 店舗営業用設備 － 58 リース

首都圏営業部

ほか合計14営業拠点
卸売事業 営業用車両 － 49 リース

(2）子会社

　 （平成20年３月31日現在）

会社名 事業所名
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
土地面積
（㎡）

年間賃借及びリー
ス料（百万円）

摘要

㈱不二家フード

サービス

横浜センター

店ほか

合計74店舗

小売事業 店舗施設 66,267 1,506 賃借

　

㈱不二家システム

センター

本社 その他事業 
システム運用

機器
－ 27 リース

   本社施設 － 83 賃借

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資計画については、顧客ニーズへの対応、投資効率等を総合的に勘案し、策定しております。設

備投資計画は原則的に連結子会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては提出会社を中心に調整を

はかっております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(平成20年３月31日)
提出日現在発行数（株）

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 194,376,590 194,376,590
㈱東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株

式であり、権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式

計 194,376,590 194,376,590 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年６月29日

（注）１
－ 126,344,590 － 6,317 △598 9,284

平成18年６月28日

（注）１
－ 126,344,590 － 6,317 △1,830 7,453

平成19年４月11日

（注）２
68,032,000 194,376,590 8,027 14,345 7,959 15,412

　（注）１．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

２．有償第三者割当増資の実施による増加であります。

発行価格              235円

資本組入額            118円

払込金総額     15,987百万円

割当先         山崎製パン㈱
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 38 20 337 37 4 31,672 32,108 －

所有株式数

（単元）
－ 24,860 255 87,078 679 7 81,215 194,094 282,590

所有株式数の

割合（％）
－ 12.81 0.13 44.87 0.35 0.00 41.84 100 －

　（注）１．自己株式52,110株は、「個人その他」に52単元、「単元未満株式の状況」に110株含まれております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、22単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町三丁目10番１号 68,032 35.00

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 6,781 3.48

株式会社バンダイナムコ

ホールディングス

東京都港区港南二丁目16番２号太陽生命品

川ビル
5,000 2.57

不二家不二栄会持株会 東京都中央区銀座七丁目２番17号 4,371 2.24

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 3,022 1.55

藤井　林太郎 東京都渋谷区 2,704 1.39

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 2,304 1.18

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番11号 2,149 1.10

株式会社アサツーディ・ケ

イ
東京都中央区築地一丁目13番１号 2,000 1.02

藤井　正郎 横浜市鶴見区 1,972 1.01

計 　－ 98,336 50.59

　（注）山崎製パン株式会社は、平成19年４月11日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を100％引受けたことに

より、主要株主となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式      52,000
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

（相互保有株式）

普通株式      25,000
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式 194,017,000 193,995 同上

単元未満株式 普通株式     282,590 －
１単元(1,000株)未満の

株式

発行済株式総数 194,376,590 － －

総株主の議決権 － 193,995 －

　（注）１．「単元未満株式」欄には自己株式110株が含まれております。

　      ２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれておりませ

ん。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社不二家

東京都中央区銀座七

丁目２番17号
52,000 － 52,000 0.02

（相互保有株式）

日本食材株式会社

埼玉県さいたま市中

央区本町西六丁目４

番22号

25,000 － 25,000 0.01

計 － 77,000 － 77,000 0.03

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 9,604 1,988,872

当期間における取得自己株式 669 102,935

　（注）当期間における取得自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

        買取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 52,110 － 52,779 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

        買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、収益力向上に向け企業体質強化を図りながら、株主の皆様への利益還元を充実させていくことが経営の最重

要課題と考えております。今後、確実に収益をあげられる体質を早期に構築し、安定的な収益企業としての基盤を確立

する所存であります。

  当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

  これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことがで

きる旨定款に定めております。

  平成20年３月期は無配となりましたが、早期に復配できるよう経営陣一丸となって努力してまいります。なお、次期

（21年３月期）についても無配の見込みであります。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 180 316 344 321 283

最低（円） 123 135 218 189 145

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 201 194 193 172 170 162

最低（円） 177 166 170 145 153 148

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社不二家(E00374)

有価証券報告書

 24/109



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
 山田　憲典 昭和10年６月７日生

昭和35年３月 山崎製パン㈱入社

昭和55年３月 同社取締役就任

昭和56年７月 同社常務取締役就任

平成２年４月 同社専務取締役就任

平成６年１月 イズヤパン㈱代表取締役会長就任

（現任）

平成11年３月 山崎製パン㈱取締役副社長就任

（現任）

平成19年６月 当社代表取締役会長就任（現任）

平成19年６月 株式会社不二家フードサービス代表

取締役会長就任（現任）

（注）3 －

代表取締役

社長
　 櫻井　康文 昭和24年１月６日生

昭和47年４月 当社入社

平成16年６月 当社執行役員菓子事業本部マーケ

ティンググループリーダー兼不二家

ファミリー文化研究所長

平成17年６月 当社取締役菓子事業本部マーケティ

ンググループリーダー兼不二家ファ

ミリー文化研究所長就任

平成19年１月 当社代表取締役社長就任（現任）

（注）3 9

専務取締役

監査室・社長

室・ＣＳＲ推

進部・人事部

・総務部・経

理本部管掌

永森 　徹 昭和15年12月14日生

昭和39年４月 日本鋼管㈱入社

平成７年６月 同社取締役就任

平成10年６月 同社常務取締役就任

平成12年４月 同社執行役員専務

平成13年４月 森ビル㈱特別顧問

平成19年１月 当社特別顧問

平成19年６月 当社専務取締役就任（現任）

（注）3 －

専務取締役

洋菓子事業本

部長

購買部・施設

部管掌

和泉田　勝男 昭和17年１月25日生

昭和39年３月 山崎製パン㈱入社

平成11年３月 同社取締役人事部長就任

平成14年11月 同社常務取締役人事部長就任

平成15年３月 同社常務取締役

平成15年７月 同社常務取締役人事本部長

平成19年６月 同社取締役

平成19年６月 当社顧問

平成19年６月 当社専務取締役洋菓子事業本部長就

任（現任）

（注）3 －

取締役相談

役
　 飯島　延浩 昭和16年７月28日生

昭和39年４月 山崎製パン㈱入社

昭和45年８月 同社取締役就任

昭和54年１月 同社常務取締役就任

昭和54年３月 同社代表取締役社長就任（現任）

平成６年４月 ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ,

Inc.取締役会長就任（現任）

平成18年３月 ㈱デイリーヤマザキ代表取締役会長

就任（現任）

平成18年７月 ㈱東ハト代表取締役会長就任

（現任）

平成19年６月 当社取締役相談役就任（現任）

（注）3 －

取締役 食品事業担当 岡本　日出男 昭和26年１月１日生

昭和48年４月 ㈱協和銀行入行

平成13年９月 ㈱あさひ銀行執行役員

平成15年６月 ㈱埼玉りそな銀行取締役兼常務執行

役員営業推進本部長就任

平成16年６月 入や萬成証券㈱取締役副社長就任

平成17年７月 医療法人社団善仁会常務理事就任

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社取締役食品事業部担当就任（現

任）

（注）3 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

経理本部長兼

経理部長兼情

報システム部

長

長友　直 昭和19年12月１日生

昭和44年４月 山崎製パン㈱入社

平成10年３月 同社経理本部経理部長代理

平成13年３月 同社執行役員経理本部経理部長

平成19年６月 当社顧問

平成19年６月 当社取締役経理部長兼情報システム

部長就任

平成19年12月 当社取締役経理本部長兼経理部長兼

情報システム部長（現任） 

（注）3 －

取締役

経理本部財務

部長兼関連事

業部長 

千葉　かづや 昭和26年２月23日生

昭和48年４月 当社入社

平成14年４月 当社経営管理グループリーダー

平成15年６月 当社執行役員経営統括部長

平成19年６月 当社取締役財務部長兼関連事業部長

就任 

平成19年12月 当社取締役経理本部財務部長兼関連

事業部長（現任） 

（注）3 4

取締役
菓子事業本部

長
佐々木　達雄 昭和25年12月22日生

昭和49年４月 当社入社

平成14年10月 当社菓子事業本部営業部近畿支店長

平成18年９月 当社執行役員菓子事業本部営業部長

平成19年６月 当社取締役菓子事業本部長就任（現

任） 

（注）3 －

取締役

洋菓子事業本

部生産本部長

 

酒井　光政 昭和29年４月６日生

昭和52年４月 山崎製パン㈱入社

平成11年９月 同社横浜第一工場長

平成13年３月 同社パン生産管理部長

平成15年３月 同社生産管理部長

平成16年３月 同社安城工場長

平成19年６月 当社顧問

平成19年６月 当社取締役洋菓子生産本部長就任

平成20年１月 当社取締役洋菓子事業本部生産本部

長（現任） 

（注）3 －

取締役 　 高橋　俊裕 昭和14年11月28日生

昭和39年４月 トヨタ自動車販売㈱入社

平成６年９月 トヨタ自動車㈱取締役就任

平成10年６月 同社常務取締役就任

平成11年６月 東京トヨペット㈱代表取締役社長

就任

平成15年４月 日本郵政公社副総裁就任

平成19年３月 任期満了により退職

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）3 －

取締役 　 峯野　龍弘 昭和14年８月10日生

昭和43年３月 宗教法人ウエスレアン・ホーリネス

教団淀橋教会主管牧師（現任）

平成13年６月 特定非営利活動法人ワールド・ビ

ジョン・ジャパン理事長

平成15年１月 宗教法人ウエスレアン・ホーリネス

教団委員長（現任）

平成18年６月 日本福音同盟理事長（現任）

平成18年10月 特定非営利活動法人ワールド・ビ

ジョン・ジャパン名誉会長（現任）

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）3 －

常勤監査役 　 金澤　保博 昭和22年１月３日生

昭和44年４月 当社入社

平成11年６月 当社調達部長

平成13年４月 当社執行役員調達部長

平成14年４月 当社執行役員外食事業本部長

平成16年４月 ㈱不二家フードサービス常務取締役

就任

平成16年６月 不二家乳業㈱専務取締役就任

平成16年12月 同社代表取締役社長就任

平成19年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

（注）4 2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 　 西條　徳治 昭和22年１月２日生

昭和44年４月 山崎製パン㈱入社

平成10年３月 ㈱イケダパン取締役管理統括就任

平成11年３月 山崎製パン㈱経理本部経理部長代理

平成11年７月 ㈱タイムリー取締役管理本部長就任

平成14年11月 同社代表取締役専務取締役就任

平成16年３月 山崎製パン㈱監査室

平成17年10月 ㈱デイリーヤマザキ常勤監査役就任

平成19年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

（注）4 －

監査役 　 髙木　伸學 昭和15年11月14日生

昭和39年４月 東京都労働局総務部採用

昭和41年４月 最高裁判所司法研修所入所

昭和43年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

鈴木秀雄法律事務所入所

昭和48年５月 井口・髙木法律事務所開設（現任）

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）4 －

監査役 　 竹内　正擧 昭和22年11月６日生

昭和48年10月 監査法人中央会計事務所（みすず監

査法人）入所

昭和50年６月 同所を退所　個人で開業

昭和57年４月 監査法人中央会計事務所（みすず監

査法人）に再入所

平成18年９月 竹内会計事務所開設（現任）

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）4 －

    計 　 15

（注）１．取締役高橋俊裕及び峯野龍弘の両名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役西條徳治、髙木伸學及び竹内正擧の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

    の時までであります。

４．監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

    の時までであります。

５．当社では業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。 　

執行役員は、14名で構成されております。

執行役員 内田 宏治

執行役員 河村 宣行

執行役員 澤田 靜雄

執行役員 高橋 豊 

執行役員 菅原 道夫 

執行役員 関根 洋二

執行役員 坂   英男

執行役員 荒野 保夫

執行役員 井上 俊二 

執行役員 富川 俊昭

執行役員 村上 真吉

執行役員 地引 晃

執行役員 小倉 雅行

執行役員 武   康弘
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは継続的に株主価値を高め、社会の一員として食を通じ、社会貢献していくことが最重要課題と考え

ております。そのために健全性（コンプライアンス）、透明性（ディスクロージャー）の原則を守り、企業活動を実

践していくことが、企業の使命と考えております。

②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

Ａ．会社の機関の内容

取締役会：取締役会は取締役12名（社外取締役２名を含む）で構成され、監査役４名（社外監査役３名を含む）

が出席し、原則として毎月１回開催しております。事業全般に関し経営方針と業務執行方針の決定、取

締役の職務執行の監督を行い、活発な意見交換を図り、的確で迅速な意思決定を行うよう努めており

ます。

経営会議：当社の業務執行機関として毎月２回経営会議を開催してまいりました。常勤取締役９名で構成され、

常勤監査役２名が出席しております。経営意思決定の迅速化と業務執行効率の最大化に努めておりま

す。

なお、平成20年４月より業務執行をより円滑に行うために、常務会と業務執行会議を設置いたしまし

た。これにともない経営会議は発展的に解消しました。両会議の内容は以下のとおりです。

　常務会：経営全般に関する重要事項を審議する機関として、原則として毎月１回開催します。役付取締役を含む

取締役７名で構成され、常勤監査役２名が出席します。

業務執行会議：各部門の業務執行上の重要事項を審議する機関として、原則として毎月２回開催します。常勤

取締役９名で構成され、常勤監査役２名、さらに執行役員７名が出席します。

監査役会：社外監査役３名（うち１名は常勤）、監査役１名（常勤）の４名で構成し、原則として月１回開催し

ております。監査役は、取締役会に常時出席しているほか、経営会議等社内の重要会議に出席し、会社

経営全般に関する意見交換を行うとともに、取締役等から職務の執行状況について報告を受け、法令、

定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施しております。

Ｂ．役員報酬の内容

ａ取締役及び監査役に支払った報酬（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

取締役　　15名  93百万円（うち、社外取締役２名  15百万円）

監査役　　８名　36百万円（うち、社外監査役６名　22百万円）

（注１）当期末在籍人員は、取締役12名、監査役４名です。

（注２）報酬限度額（下記ｂに該当する金額は含まれません。）

取締役　年額　200百万円、監査役　年額　40百万円

ｂ使用人兼務取締役に対する使用人給与等相当額

50百万円（賞与を含む）

ｃ取締役賞与金の支給額：当期は発生しておりません。

ｄ当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金：当期は発生しておりません。

Ｃ．監査報酬の内容

１．当連結会計年度に係る報酬等の額 26百万円

２．当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上
    の利益の合計額

29百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

          報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、「１．当連結会計年度に係る報酬等の額」

          はこれらの合計額を記載しております。

      ２．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、財務報告に係る内部

          統制に関するアドバイザリー業務についての対価を支払っております。
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Ｄ．内部監査の組織等

内部監査：独立した組織として監査室（５名）を設置しております。監査室は監査計画のもと業務全般にわたる

内部監査を当社社内および子会社・関連会社を対象に実施しており、監査結果は取締役、監査役はじ

め社内関係者に電子開示しております。被監査部門については、監査結果を踏まえ改善取組書を提出

させ、監査の実効性をあげるようにしております。また、毎月１回、常勤監査役に対する報告会を行っ

ております。

Ｅ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数（注）

佐藤元宏 新日本監査法人 －

薬袋政彦 新日本監査法人 －

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

  監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士

  15名、その他22名で構成されております。

  その他は会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。

③　会社と社外取締役、社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役：社外取締役は２名で、社外取締役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。

社外監査役：社外監査役は３名で、社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。また、社外監査役髙木伸學氏および竹内正擧氏につきましては、当社との間で責任限定契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金500万円と会社法第425条第１項の最

低責任限度額とのいずれか高い額としております。

④　取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております

⑤　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑥　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない

場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨、社外取締

役との間で、当該社外取締役の会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がない場合は、金500万円以上であらかじめ定めた金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として当該

社外取締役が責任を負担する契約を締結することができる旨定款に定めております。

　当社は、監査役（監査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない

場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨、社外監査

役との間で、当該社外監査役の会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がない場合は、金500万円以上であらかじめ定めた金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として当該

社外監査役が責任を負担する契約を締結することができる旨定款に定めております。

⑦　自己の株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

⑧　剰余金の配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。

⑩　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた整備状況

＜内部統制システムの構築＞

  平成19年８月より、財務報告にかかる内部統制システム構築のための専任部署を設置し、金融商品取引法の施行

に伴い、内部統制報告制度の開始に備えるため取り組みを開始いたしました。10月には、内部統制全社委員会を頂点

とする各種委員会を設置し、内部統制システム構築に全社レベルで取り組むための体制を整備する一方、全体工程

表を作成し、社内各部署における業務洗い出し調査とリスク抽出を実施し、リスク低減のための仕組みを設けるな

ど対応を準備して、内部統制システム構築の主要部分を完了いたしました。平成20年４月よりその運用を開始して

おります。　

＜コンプライアンス体制＞

  コンプライアンスをグループ全体に徹底するため、コンプライアンス委員会を設置し、啓蒙活動等を実施してお

ります。また外部弁護士とのヘルプラインを設定し、透明性・中立性の確保に努めております。当期につきまして

は、全従業員を対象にコンプライアンス勉強会を実施しました。またこの勉強会における課題発掘をもとに、新しい

行動規範を作り上げ、さらにその徹底のための全従業員への教育に取り組んでおります。
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第５【経理の状況】

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以下

「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸

表等規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、第112期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第113

期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び第112期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監

査法人、公認会計士 松本善一氏、公認会計士 五島伸氏により監査を受けており、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び第113期事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は、次のとおり交代しております。

    前連結会計年度及び第112期事業年度  みすず監査法人、公認会計士 松本善一氏、公認会計士 五島伸氏

    当連結会計年度及び第113期事業年度  新日本監査法人
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,275   8,774  

２．受取手形及び売掛金 ※４  2,085   6,382  

３．たな卸資産   2,287   3,441  

４．繰延税金資産   22   19  

５．その他   933   547  

貸倒引当金   △398   △510  

流動資産合計   7,207 19.3  18,655 40.2

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 24,682   25,517   

減価償却累計額  17,402 7,279  17,902 7,614  

(2）機械装置及び運搬具  35,030   34,912   

減価償却累計額  27,999 7,030  28,576 6,336  

(3）工具器具及び備品  3,218   3,108   

減価償却累計額  2,723 494  2,564 543  

(4）土地 ※２  2,824   2,849  

(5）建設仮勘定   79   67  

有形固定資産合計   17,707 47.5  17,411 37.5

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   472   422  

(2）その他   167   166  

無形固定資産合計   639 1.7  589 1.3
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１
※２

 6,592   5,157  

(2）長期貸付金   312   327  

(3）繰延税金資産   33   50  

(4）保証金及び敷金   3,605   3,044  

(5）前払年金費用   619   700  

(6）その他 ※１  816   690  

貸倒引当金   △243   △247  

投資その他の資産合計   11,738 31.5  9,723 21.0

固定資産合計   30,085 80.7  27,724 59.8

資産合計   37,292 100.0  46,380 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   2,745   5,083  

２．短期借入金 ※２  7,729   5,752  

３．１年内に償還予定の社
債

  100   100  

４．未払金   4,534   3,557  

５．未払法人税等   236   224  

６．賞与引当金   709   653  

７．店舗閉鎖損失引当金   876   164  

８．たな卸資産廃棄損失引
当金

  469   －  

９．ＦＣ営業補償引当金   270   －  

10．その他   1,399   1,467  

流動負債合計   19,070 51.1  17,003 36.7

Ⅱ　固定負債        

１．社債   200   100  

２．長期借入金 ※２  7,033   4,832  

３．退職給付引当金   1,940   1,732  

４．役員退職慰労引当金   20   11  

５．負ののれん   17   8  

６．繰延税金負債   275   47  

７．その他   1,430   936  

固定負債合計   10,919 29.3  7,669 16.5

負債合計   29,990 80.4  24,672 53.2
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  6,317 16.9  14,345 30.9

２．資本剰余金 　  7,453 20.0  15,412 33.2

３．利益剰余金 　  △7,267 △19.5  △8,342 △18.0

４．自己株式 　  △10 △0.0  △12 △0.0

　　株主資本合計 　  6,492 17.4  21,402 46.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  734 2.0  315 0.7

２．繰延ヘッジ損益 　  6 0.0  8 0.0

　　評価・換算差額等合計 　  740 2.0  324 0.7

Ⅲ　少数株主持分 　  69 0.2  △18 △0.0

純資産合計 　  7,302 19.6  21,708 46.8

負債純資産合計 　  37,292 100.0  46,380 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   63,912 100.0  58,784 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  34,561 54.1  35,929 61.1

売上総利益   29,351 45.9  22,854 38.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

 36,010 56.3  33,455 56.9

営業損失   6,659 △10.4  10,600 △18.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  34   41   

２．受取配当金  54   70   

３．負ののれん償却額  8   8   

４．持分法による投資利益  38   455   

５．賃貸収入  52   －   

６．雑収入  132 321 0.5 262 839 1.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  398   306   

２．たな卸資産廃棄損  298   105   

３．雑損失  184 882 1.4 154 566 1.0

経常損失   7,219 △11.3  10,327 △17.6

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 13,037   8,430   

２．投資有価証券売却益  1,066   869   

３．役員退職慰労引当金戻
入益

 141   －   

４．その他  6 14,251 22.3 388 9,688 16.5
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産廃棄損 ※４ 544   412   

２．固定資産売却損 ※５　 －   16   

３．減損損失 ※６ 1,495   4   

４．ＦＣ休業補償金 　 2,527   －   

５．ＦＣ営業補償引当金繰
入額

　 270   －   

６．たな卸資産廃棄損失 　 6,382   －   

７．たな卸資産廃棄損失引
当金繰入額

　 469   －   

８．店舗閉鎖損失 　 30   －   

９．店舗閉鎖損失引当金繰
入額

　 859   32   

10．信頼回復費用 ※７ 1,230   －   

11．子会社分割関連費用 　 －   88   

12．事務所移転費用 　 －   70   

13．その他 　 19 13,830 21.6 4 628 1.1

税金等調整前当期純損
失

  6,798 △10.6  1,268 △2.2

法人税、住民税及び事業
税

 260   235   

法人税等調整額  1,049 1,310 2.1 △1 234 0.4

少数株主損失   19 △0.0  426 △0.8

当期純損失   8,090 △12.7  1,075 △1.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

6,317 9,284 △1,000 △9 14,591

連結会計年度中の変動額      

役員賞与（注)１   △7  △7

資本準備金の減少（注)２  △1,830 1,830  －

当期純損失   △8,090  △8,090

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

 △1,830 △6,266 △1 △8,099

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,317 7,453 △7,267 △10 6,492

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,806 － 1,806 95 16,494

連結会計年度中の変動額      

役員賞与（注)１     △7

資本準備金の減少（注)２     －

当期純損失     △8,090

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,072 6 △1,066 △26 △1,092

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,072 6 △1,066 △26 △9,191

平成19年３月31日　残高
（百万円）

734 6 740 69 7,302

　（注）１．連結子会社㈱不二家システムセンターの定時株主総会（平成18年５月25日）における利益処分によるもので

す。

　２．平成18年６月28日の定時株主総会における欠損てん補であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,317 7,453 △7,267 △10 6,492

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 8,027 7,959   15,987

当期純損失   △1,075  △1,075

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

8,027 7,959 △1,075 △1 14,909

平成20年３月31日　残高
（百万円）

14,345 15,412 △8,342 △12 21,402
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

734 6 740 69 7,302

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     15,987

当期純損失     △1,075

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△418 2 △416 △88 △504

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△418 2 △416 △88 14,405

平成20年３月31日　残高
（百万円）

315 8 324 △18 21,708

EDINET提出書類

株式会社不二家(E00374)

有価証券報告書

 38/109



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

税金等調整前当期純損失  △6,798 △1,268

減価償却費  3,034 3,074

減損損失  1,495 4

負ののれん償却額  △8 △8

貸倒引当金の増減額  △63 116

賞与引当金の減少額  △75 △56

店舗閉鎖損失引当金の増減額  828 △711

たな卸資産廃棄損失引当金の
増減額

 469 △469

ＦＣ営業補償引当金の増減額  270 △270

退職給付引当金の減少額  △307 △207

役員退職慰労引当金の減少額  △150 △9

受取利息及び受取配当金  △90 △112

支払利息  398 306

持分法による投資損益  △38 △455

固定資産廃棄損  544 412

固定資産売却損益  △13,037 △8,430

投資有価証券売却損益  △1,066 △868

投資有価証券評価損  23 1

売上債権の増減額  5,414 △4,296

たな卸資産の増減額  1,090 △1,154

仕入債務の増減額  △3,363 2,337

未払金の増減額  569 △733

未払消費税の増減額  △256 82

その他流動資産の増減額  △234 372

前払年金費用の増減額  627 △80

その他流動負債の増減額  29 △139

その他固定負債の減少額  △242 △272

その他  106 3

小計  △10,831 △12,833
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

利息及び配当金の受取額  345 408

利息の支払額  △399 △302

法人税等の支払額  △180 △283

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △11,064 △13,010

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

定期預金の預入による支出  △3 △8

定期預金の払戻による収入  7 8

投資有価証券の取得による支
出

 △109 △7

投資有価証券の売却による収
入

 1,589 1,931

その他投資の投資による支出  △1 △4

その他投資の回収による収入  1 0

有形固定資産の取得による支
出

 △2,750 △2,684

有形固定資産の売却による収
入

 13,726 8,472

無形固定資産の取得による支
出

 △101 △154

貸付による支出  △219 △497

貸付金の回収による収入  50 48

長期前払費用の増加による支
出

 △164 △52

保証金及び敷金の支払額  △112 △214

保証金及び敷金の戻入額  509 778

その他  △64 △110

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 12,357 7,504
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

短期借入金の減少額  △229 △1,901

社債償還による支出  △764 △100

割賦代金の支払による支出  － △32

長期借入による収入  3,405 1,970

長期借入金の返済による支出  △3,034 △4,246

新株発行による収入  － 15,987

少数株主の新株払込みによる
収入

 － 343

自己株式の取得による支出  △1 △1

少数株主に対する配当金支払
額

 △6 △4

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △630 12,012

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算
差額

 0 △7

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額  663 6,498

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  1,605 2,268

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高  2,268 8,767
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  当社グループは、平成19年１月において食品安全に関わ

る不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の生

産及び販売が休止の状況となりました。これにより当連結

会計年度において80億90百万円の大幅な当期純損失を計

上することとなりました。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。そこで当社は、下記対策を講じ、当該状

況の解消に向け努めてまいります。

１．経緯とこれまで行った対策

　平成19年１月に当社が消費期限切れの原材料を製品に使

用しているという安全衛生面の問題がマスコミにより報

道され、当社は報道の翌日から洋菓子工場すべての操業休

止及び洋菓子店すべての営業休止を決定いたしました。

　その後、マスコミ各社より当社の食品安全衛生面での不

祥事が連日報道され、菓子流通大手業者や飲料販売大手業

者が当社製品の販売を休止し、店頭等から撤去する事態と

なりました。その結果平成19年３月期第４四半期において

は売上高が前年同期に比べ大きく減少し、大幅な営業損失

を計上するに至りました。

　このような中で、当社は社長が交代し経営の責任を明確

にするとともに、社長直轄の「改革推進本部」を立ち上

げ、社外有識者で構成する「『外部から不二家を変える』

改革委員会」や「信頼回復対策会議」を発足させ社内改

革に着手いたしました。

　安全衛生面では、山崎製パン株式会社（以下「山崎製パ

ン」）と「食品安全衛生管理体制整備の支援に関する覚

書」を締結し、ＡＩＢ（American Institute of 

Baking）食品安全システムの導入を図り、その後全工場

（菓子工場を含めた全８工場）にてＡＩＢの監査基準を

達成いたしました。

　その結果、菓子３工場は平成19年３月２日より操業を再

開し、洋菓子工場は埼玉工場の３月13日を皮切りに順次操

業再開しました。また、飲料は３月19日、洋菓子は３月23

日、菓子は４月10日より本格的販売の再開を果たしまし

た。

２．コーポレート・ガバナンス面での改善

　１月の社長交代を契機に、執行体制を強化し、経営会議に

代わる執行役員会を設置し実務上の政策決定機関として

位置づけ運用してまいりました。平成19年３月26日に山崎

製パンとの間で業務資本提携契約を締結し、当連結会計年

度の株主総会以降は、取締役体制を刷新し、山崎製パンか

らの新取締役を加え、さらには社外取締役（２名）を招聘

して新しい体制による取締役会を発足いたしました。取締

役会は業務執行の決定機関として位置づけ、現執行役員会

を廃止し、主要取締役、常勤監査役による経営会議と主要

取締役及び執行役員等による部長会を新設し、ガバナンス

の強化とともに意思決定及び執行の迅速化を図ってまい

ります。

  当社グループは、前連結会計年度において80億90百万円

の大幅な当期純損失を計上しました。

　当連結会計年度においても営業損失106億円、経常損失

103億27百万円、当期純損失10億75百万円を計上し、営業

キャッシュ・フローは130億10百万円のマイナスとなって

おります。

  当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。

  そこで当社グループでは、山崎製パン株式会社（以下

「山崎製パン」）の全面的な協力のもとに経営基盤を強

化すべく中期経営計画を策定し、その達成に取り組んでお

ります。山崎製パンからの資本援助をはじめ、同社の豊富

な事業経験・ノウハウや人材支援を受けており、当社中期

経営計画の遂行上不可欠の支えとなっております。同社は

ＡＩＢ（American Institute of Baking）食品安全統合基準に

よる指導監査システム導入を契機として、当社再生の基盤

作りに大きな役割を果たしましたが、現在は技術面に止ま

らず、経営、業務全般にわたって当社の再建に協力いただ

いております。

  現在取り組んでいる「中期経営計画」は以下の通りで

あり、平成22年３月期連結経常利益黒字化に向け、全社一

丸となって諸施策を推進中であります。

 １．「中期経営計画」（平成20年３月期～平成22年３月

期）の概要と現状分析

（１）本中期計画の目標

 ①平成22年に創業100周年を迎えるにあたり、不二家の

   総合力を発揮し、消費者・株主・従業員をはじめとす

   るステークホルダーの期待に応える企業となります。

   その結果、平成22年３月期には、連結黒字化を実現し

   ます。

 ②経営ビジョンに沿った魅力ある商品・サービスの提供

 ・現在の基幹事業（洋菓子・レストラン・菓子・食品）

   を充実強化いたします。

 ・多様化する消費者のニーズに対応して新たな商品・業

   態を開発し展開いたします。

 ③メーカー力の向上と社員の意識改革

   人材・技術（生産技術・生産管理システム・商品技 

   術）・設備・営業インフラを再構築し、強い不二家に

   なります。併せて社員の意識を改革して前例にとらわ

   れず自由に発想し、迅速に行動する集団を作り、風通

   しの良い企業風土を創ります。

（２）本計画のスタートにあたっての前提　

 ①新経営体制の特質

 ・業務資本提携により、不二家の経営に山崎製パンの人

   材・経営ノウハウが加わりました。

 ・両社の特長と強みの相乗効果を最大限に発揮する事業

   運営を進めております。

 ・社員やフランチャイズチェーン店の間で、『不二家と

   山崎製パンの長所が融合して、新しい不二家が生まれ
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．「中期事業計画」の策定について

　平成20年３月期は洋菓子・外食の店舗閉鎖や洋菓子・菓

子の販売アイテム数の減少により回復が遅れますが、下記

諸施策で業績の向上に努めてまいります。

  ①食品安全衛生管理体制の更なる向上による不二家ブ

    ランドの信頼回復

  ②工場の機能強化による製品アイテム数の増加

  ③山崎製パンとのコラボレーションによるベーカリー

    の導入、洋菓子ＯＥＭ、外食事業の一部業態変更及

    び新規出店

　これらにより、平成22年３月期には平成18年３月期と同

水準まで売上を回復させ、経常利益を黒字化することを目

標としております。

４．資本・資金の増強

　「重要な後発事象」に記載のとおり平成19年４月11日に

山崎製パンへの第三者割当増資159億87百万円を実施

いたしました。その他会社保有資産の売却により、資金増

強を図る計画であります。

  当社グループは上記の経営計画の実行により継続企業

の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えてお

ります。

  従って当社グループは継続企業を前提として連結財務

諸表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な疑義

の影響を連結財務諸表には反映しておりません。

  つつある』という認識が急速に広がりつつあるなど、

  既に目に見える形で変化が始まっております。

  ②社会的信頼回復の推進

    平成19年１月の一連の問題により、当社の社会的信

    頼は大きく揺らぎ現在もその影響を脱しておりませ

    ん。信頼回復の基本は良質で安心・安全な商品・サ

    ービスの提供という事業本来の活動ではあります

    が、透明性の高い経営を進める観点から、グループ

    全体にわたる企業統治システムの構築とその開示な

    ど、社会との対話を推進いたします。

（３）基本戦略

 ＜基幹事業の強化及び事業領域の拡大＞

  ①既存領域（基幹３事業＋関連事業）

  基幹３事業の改革・強化

　・洋菓子事業：事業戦略の転換による収益体制の確立

　・菓子事業：本計画期間中の収益源として、より強固

    な収益基盤を確立

　・食品事業：強みを活かしたブランド・領域に集中

  ②新領域（着実な種まきの実施、早期の収穫をめざ

    す）

  ・バンダイナムコグループ等との取組み

  ・キャラクタービジネス展開

  ・通販ビジネスの積極展開

 ＜事業インフラの構築と組織構造の再設計＞

  ①人材育成・開発…山崎製パンと不二家の協働経営に

    よる人材育成

  ②生産管理システムの再構築による経営管理の強化

  ③営業インフラの整備…すべての事業で営業システム

    を再構築

  ④業務責任体制の明確化(現場重視・委員会運営の推

    進)

 ＜経営の透明性確保と社会的責任の遂行＞

  ①内部統制推進・強化と外部との対話

  ②全社品質保証体制の管理充実による安全・安心の追

    求

（４）現状分析

  当連結会計年度におきましては洋菓子・外食の店舗閉

鎖や洋菓子・菓子の販売アイテム数の減少により売上高

が前連結会計年度に比べて減少しております。小売部門に

つきましては回復が遅れぎみでありますが、山崎製パンと

の相互ＯＥＭの拡充やスイーツ＆ベーカリー店舗展開な

どの取り組みを着実に進めております。また、卸売部門に

つきましてはお取引先様との営業再開が進み売上がほぼ

前年並みの水準まで戻りつつあり、計画を上回る売上高で

推移しております。利益面につきましては大幅な赤字を計

上しておりますが、上記「中期経営計画」に沿った形で売

上高は徐々に回復しており、工場の稼働率も上昇基調にあ

ります。固定費削減の努力と合わせて赤字幅は縮小傾向に

あり、業績は改善されつつあります。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ２．経営体制の強化

  前連結会計年度の株主総会以降は、代表取締役櫻井康文

以外の取締役を一新し、山崎製パンから代表取締役会長山

田憲典以下５名を加え、更に、社外取締役２名を招聘し、新

体制による取締役会を発足させました。取締役会は経営意

思の最高決定機関として位置づけ、主要取締役による常務

会と、取締役に加え主要執行役員も出席する業務執行会議

及び取締役以下部長以上の幹部社員に関係会社の代表を

加えた事業所長会議を新設し、ガバナンスの強化とともに

意思決定及び業務執行の迅速化を図りました。また、関係

会社の経営と業務推進の方針決定に資するため、不二家本

体の経営陣と関係会社社長との協議機関として、関係会社

経営報告会（社長会）を設置し、関係会社への監督・支援

を抜本的に改革する試みをスタートさせ、実効をあげつつ

あります。（以上の会議すべてに常勤監査役はオブザー

バーとして参加）

３．資本・資金の増強

　平成19年３月26日に山崎製パンとの間で業務資本提携契

約を締結し、同年４月11日に山崎製パンへの普通株式発行

による第三者割当増資159億87百万円を実施し、財務基盤

の強化を図りました。また、当社所有資産である銀座二丁

目ビルの売却により、借入金の削減を図りました。

  当社グループは上記の経営計画の実行により継続企業

の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えてお

ります。従って当社グループは継続企業を前提として連結

財務諸表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な

疑義の影響を連結財務諸表には反映しておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　　４社

連結子会社は㈱不二家フードサービ

ス、㈱ダロワイヨジャポン、不二家乳

業㈱及び㈱不二家システムセンター

(1）連結子会社の数　　　　　　５社

連結子会社は㈱不二家フードサービ

ス、㈱ダロワイヨジャポン、不二家乳

業㈱、㈱不二家システムセンター及び

㈱ＦＦＳ

  前連結会計年度において連結子会社

でありました㈱不二家フードサービ

スは会社分割により㈱ＦＦＳに商号

変更いたしました。新たに分割承継

会社㈱不二家フードサービスを設立

したため、当連結会計年度において

連結の範囲に含めております。また、

㈱ＦＦＳは平成20年３月に解散決議

をしております。 

 (2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

  不二家サンヨー㈱

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

  不二家サンヨー㈱

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産額、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の非連結子会社　１社　　

不二家サンヨー㈱

(2）持分法適用の関連会社数　　２社

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリー

ム㈱

日本食材㈱

(1）持分法適用の非連結子会社　１社　　

不二家サンヨー㈱

(2）持分法適用の関連会社数　　２社

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリー

ム㈱

日本食材㈱

 (3）持分法を適用していない非連結子会

社（不二家テクノ㈱他）及び関連会

社（㈱ユトリア不二家他）は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

(3）　　　　　　同左

 (4）持分法の適用会社のうち、Ｂ－Ｒ 

サーティワン アイスクリーム㈱は決

算日が連結決算日と異なるため、同社

の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

(4）　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産…製品・仕掛品・貯蔵品

は主として総平均法

による原価法

原材料は最終仕入原

価法による原価法

②　たな卸資産

同左

 ③　デリバティブ

時価法

③　デリバティブ

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。

（会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

これにより営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失がそれぞ

れ68百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　

②　無形固定資産

定額法

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

また、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

（追加情報）

当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産について、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。

これにより営業損失及び経常損失

がそれぞれ239百万円増加し、税

金等調整前当期純損失が232百万

円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

②　無形固定資産

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

将来の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上して

おります。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるた

め、賞与支給規程に従い、将来の支

給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

   ③  店舗閉鎖損失引当金

　翌連結会計年度の店舗閉鎖に伴っ

　て発生すると見込まれる損失額を

　計上しております。

  ③  店舗閉鎖損失引当金

同左

   ④  たな卸資産廃棄損失引当金

　翌連結会計年度のたな卸資産の処

　分に伴って発生すると見込まれる

　損失額を計上しております。

  ④     　  ──────

   ⑤  ＦＣ営業補償引当金

　翌連結会計年度のフランチャイジ

　ーに対する営業補償の見込み額を

　計上しております。

  ⑤        ──────

 ⑥　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、会計基

準変更時差異（9,718百万円）の一

部について、当社保有株式による退

職給付信託を設定し、残額（7,822

百万円）については15年

による按分額を費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、主として各連

結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（９年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

⑥　退職給付引当金

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ⑦　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

⑦　役員退職慰労引当金

同左

 ただし、当社においては平成19年３

月13日役員退職慰労引当金制度を

廃止し、全額を取崩しました。

 

 (4）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計

処理を行っております。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引について

は、すべて金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、当該特

例処理を適用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

　

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引等、金

利スワップ取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ対象……原材料輸入に係る

外貨建予定取引、借

入金の変動金利

　

 ③　ヘッジ方針

原材料輸入に係る為替変動リスク

及び将来の支払利息に係る金利変

動リスクについて、ヘッジしており

ます。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しています。

ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価

を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっております。

同左

６．負ののれんの償却に関す

る事項

負ののれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,226百

万円であります。

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

  前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん」と

表示しております。

──────

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

　　として掲記されていたものは、当連結会計年度から

　　「負ののれん償却額」と表示しております。

２．前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含め

　　て表示しておりました「賃貸収入」は、当連結会計

　　年度において、営業外収益の総額の100分の10を超え

　　たため区分掲記しました。

　　  なお、前連結会計年度の「賃貸収入」は50百万円

　　であります。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「賃貸収

入」（当連結会計年度は30百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示することにしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式)      3,206百万円

出資金    217百万円

投資有価証券(株式)        3,458百万円

出資金       219百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物及び構築物      4,494百万円

土地      2,237

投資有価証券      4,680

計       11,412

建物及び構築物        4,361百万円

土地        2,237

投資有価証券          844

計           7,444

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金      6,909百万円

長期借入金      6,308

計       13,218

短期借入金        5,615百万円

長期借入金         4,756

計           10,372

　３．保証債務

連結会社以外の関係会社の金融機関の借入金に対

する保証

　３．保証債務

連結会社以外の関係会社の金融機関の借入金に対

する保証

不二家サンヨー㈱    456百万円

不二家(杭州)食品有限公司  30

㈱ユトリア不二家  16

計  503

不二家サンヨー㈱       245百万円

不二家(杭州)食品有限公司 28

㈱ユトリア不二家 51

計 325

関係会社他の営業債務に対する保証 関係会社他の営業債務に対する保証

㈱ジェフグルメカード   30百万円

計  30

㈱ジェフグルメカード     30百万円

計 30

※４．連結会計年度末満期手形等の処理

      連結会計年度期末満期手形の会計処理は手形交換

日をもって決済処理しております。また、債権の一

部については、手形と同様の期日条件で現金決済す

る方式を用いております。当連結会計年度は期末日

が金融機関休業日のため、連結会計年度末日満期手

形の一部が当連結会計年度末残高に含まれており

ます。その主なものは次のとおりであります。

          受取手形                 0百万円

          売掛金                  67

※４．　　　　　　　──────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

１．運賃及び倉庫料      3,736百万円

２．販売促進費      8,979

３．広告宣伝費   2,210

４．水道光熱費  852

５．地代家賃         2,571

６．給料及び手当        8,518

７．賞与引当金繰入額  430

８．退職給付引当金繰入額  590

９．役員退職慰労引当金繰入額  8

10．委託業務費         1,020

11．貸倒引当金繰入額  153

12．事業税  87

１．運賃及び倉庫料 3,743百万円

２．販売促進費 8,073

３．広告宣伝費 2,054

４．水道光熱費 752

５．地代家賃 2,265

６．給料及び手当   7,823

７．賞与引当金繰入額  380

８．退職給付引当金繰入額 610

９．役員退職慰労引当金繰入額 3

10．委託業務費 1,008

11．貸倒引当金繰入額 152

12．事業税  113

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

   169百万円       125百万円

※３．固定資産売却益は、土地12,483百万円、建物553百万

円によるものであります。

※３．固定資産売却益は、土地8,209百万円、建物215百万

円、機械装置５百万円によるものであります。

※４．固定資産廃棄損は、機械装置及び運搬具の毀損等に

よるものであります。

※４．固定資産廃棄損は、機械装置及び運搬具の毀損等に

よるものであります。

※５．              ──────       ※５．固定資産売却損は、建物及び構築物、機械装置及び

運搬具の売却によるものであります。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

※６．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
金額

（百万円）

外食店舗

建物、機械
及び装置、
その他

くずはモール店
（大阪府）他全
89店舗

1,009

リース資産
さぬき志度店
（香川県）他全
12店舗

341

食品工場

建物附属設
備、機械及
び装置、そ
の他

不二家乳業（岩
手県）工場

33

遊休資産
等

建物附属設
備、機械及
び装置、そ
の他

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全５工場及び店
舗用設備

111

当社グループは、主として事業の種類別セグメントを

基礎として資産のグルーピングを行っております。こ

のうち、外食店舗につきましては店舗別資産ごとにグ

ルーピングを行い、賃貸用資産及び遊休資産等につき

ましては個々の資産ごとにグルーピングを行ってお

ります。

減損会計の手続を行った結果、外食店舗について収益

性が著しく下落した店舗について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。なお、当資産グループの回収可能価額

は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額とし

ております。

正味売却価額は、不動産鑑定評価に基づき算定してお

ります。また、使用価値は、将来キャッシュ・フロー見

積額を５％で割引いて算定しております。

当社の小売グループにつきましては、減損の兆候があ

りましたが、正味売却価額が帳簿価額を上回ったた

め、減損損失の認識はないとの判定に至っておりま

す。

当社の卸売グループにつきましても、減損の兆候があ

りましたが、割引前将来キャッシュフローの総額が帳

簿価額を上回ったため、減損損失の認識はないとの判

定に至っております。

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあり

ません。

また、遊休資産等については、今後の使用の見込みが

なく、収益性の見込みもないことから、備忘価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

用途 種類 場所
金額

（百万円）

遊休資産
等

機械装置及
び運搬具

野木工場（栃木
県）

4

当社グループは、主として事業の種類別セグメントを

基礎として資産のグルーピングを行っております。こ

のうち、外食店舗につきましては店舗別資産ごとにグ

ルーピングを行い、賃貸用資産及び遊休資産等につき

ましては個々の資産ごとにグルーピングを行ってお

ります。

減損会計の手続を行った結果、外食店舗について収益

性が著しく下落した店舗について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。なお、当資産グループの回収可能価額

は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額とし

ております。

正味売却価額は、不動産鑑定評価に基づき算定してお

ります。また、使用価値は、将来キャッシュ・フロー見

積額を５％で割引いて算定しております。

当社の小売グループにつきましては、減損の兆候があ

りましたが、正味売却価額が帳簿価額を上回ったた

め、減損損失の認識はないとの判定に至っておりま

す。

当社の卸売グループにつきましても、減損の兆候があ

りましたが、割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識はないとの

判定に至っております。

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあり

ません。

また、遊休資産等については、今後の使用の見込みが

なく、収益性の見込みもないことから、備忘価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

※７．信頼回復費用

信頼回復費用は、当社による消費期限切れ原材料使

用問題でほぼ休止状態にあった営業を再開するた

めの費用であります。

※７．             ──────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 126,344 － － 126,344

合計 126,344 － － 126,344

自己株式     

普通株式（注） 48 6 － 54

合計 48 6 － 54

（注）自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによるものです。

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 126,344 68,032 － 194,376

合計 126,344 68,032 － 194,376

自己株式     

普通株式（注）２ 54 9 － 64

合計 54 9 － 64

（注）１．発行済株式総数の増加68,032千株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

２．自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取りによるものです。

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目との関係

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,275

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 2,268

 （百万円）

現金及び預金勘定 8,774

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 8,767
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装
置及び
運搬具

87 43 － 44

その他 2,141 1,085 368 687

合計 2,229 1,129 368 731

 

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装
置及び
運搬具

81 48 － 32

その他 1,686 921 234 530

合計 1,767 970 234 563

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　　同左

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内    398百万円

１年超 678

合計 1,076

リース資産減損勘定の残高 345

１年内     296百万円

１年超 446

合計 742

リース資産減損勘定の残高 179

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

（注）　　　　　　　　　同左

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料      481百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

33

減価償却費相当額 447

減損損失 341

　  

支払リース料         493百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

166

減価償却費相当額 327

　  

　  

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

  

EDINET提出書類

株式会社不二家(E00374)

有価証券報告書

 56/109



（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

株式 2,004 2,991 986

債券 － － －

その他 － － －

小計 2,004 2,991 986

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

株式 112 98 △13

債券 － － －

その他 96 96 －

小計 208 195 △13

合計 2,213 3,186 973

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

非上場株式
178

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

1,589 1,064 －

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

株式 1,050 1,426 376

債券 － － －

その他 － － －

小計 1,050 1,426 376

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

株式 139 94 △45

債券 － － －

その他 109 109 －

小計 248 203 △45

合計 1,298 1,630 331

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

非上場株式
47

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
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売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

1,931 869 1

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

　(1)　取引内容及び利用目的

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引については、すべて金

利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、当該特例処理を適用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引等、金利スワッ

　　　　　　　プ取引

ヘッジ対象……原材料輸入に係る外貨建予定

　　　　　　　取引、借入金の変動金利

③　ヘッジ方針

原材料輸入に係る為替変動リスク及び将来の

支払利息に係る金利変動リスクについて、ヘッ

ジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価していま

す。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

１．取引の状況に関する事項

　(1)　取引内容及び利用目的

同左

　(2)　取引に対する取組方針

為替変動リスク及び将来の支払利息に係る金

利変動リスクの回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。

　(2)　取引に対する取組方針

同左

　(3)　取引に係るリスクの内容

原材料輸入に係る外貨建予定取引の為替変動

リスク及び将来の支払利息に係る金利変動リ

スクを有しております。なお、デリバティブ取

引の契約先は、いずれも使用度の高い銀行等に

限定しているため相手先の契約不履行等の信

用リスクはほとんどないと判断しております。

　(3)　取引に係るリスクの内容

同左

　(4)　取引に係るリスクの管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、社

内規定に基づく決裁のもと、経営統括部が取引

の執行及び管理の主管部署となり、リスク管理

を行っております。

　(4)　取引に係るリスクの管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

 該当事項はありません。

２．取引の時価等に関する事項

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退

職金を支払う場合があります。

　なお、当社において退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

　 （単位：百万円）

  
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

イ 退職給付債務 △14,305 △13,348

ロ 年金資産 9,079 7,434

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △5,225 △5,913

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 4,223 3,695

ホ 未認識数理計算上の差異 △318 1,185

ヘ 未認識過去勤務債務（債務の減額） － －

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △1,320 △1,031

チ 前払年金費用 619 700

リ 退職給付引当金（ト－チ） △1,940 △1,732

３．退職給付費用の内訳

　 （単位：百万円）

  
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

イ 勤務費用 445 423

ロ 利息費用 299 273

ハ 期待運用収益 △134 △120

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 527 527

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 121 173

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 － －

ト 退職給付費用 1,259 1,277

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％ 　 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％ 　 2.0％

ニ 過去勤務債務の処理年数 － －　

 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により発生連結会計年度

から費用処理しております。）

  

ホ 数理計算上の差異の処理年数 9年  9年

 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理しております。）

  

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 　15年

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  

繰延税金資産  

賞与引当金 285

貸倒引当金 1,501

未払歩戻金 21

未払事業税 22

未払事業所税 8

退職給付引当金 511

役員退職引当金 6

その他投資評価損 20

繰越欠損金 4,939

退職給付信託設定 856

投資有価証券評価損 233

固定資産減価償却費 488

関係会社株式評価損 87

リース資産減損損失 139

債務保証損失引当金 685

たな卸資産廃棄損失引当金 185

店舗閉鎖損失引当金 348

ＦＣ営業補償引当金 109

その他 242

繰延税金資産小計 10,694

評価性引当額 △10,635

繰延税金資産計 58

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △277

繰延税金負債計 △277

繰延税金負債の純額 △219

  

繰延税金資産  

賞与引当金 261

貸倒引当金 2,469

未払歩戻奨励金 36

未払事業税 34

未払事業所税 6

退職給付引当金 402

役員退職引当金 3

その他投資評価損 20

繰越欠損金 7,412

退職給付信託設定 868

投資有価証券評価損 233

固定資産減価償却費 291

関係会社株式評価損 364

リース資産減損損失 72

債務保証損失引当金 7

店舗閉鎖損失引当金 66

その他 128

繰延税金資産小計 12,678

評価性引当額 △12,608

繰延税金資産計 70

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △47

繰延税金負債計 △47

繰延税金資産の純額 22

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳　　　　 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳　　　　 

　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。

　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 
小売事業
（百万円）

卸売事業
（百万円）

不動産事
業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 29,511 33,185 496 719 63,912 － 63,912

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 126 821 947 (947) －

計 29,511 33,185 623 1,540 64,860 (947) 63,912

営業費用 33,501 34,565 389 1,282 69,739 831 70,571

営業利益または営業損失

（△）
△3,990 △1,380 233 258 △4,879 (1,779) △6,659

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
       

資産 16,685 13,792 795 1,083 32,357 4,935 37,292

減価償却費 1,261 1,558 48 95 2,964 70 3,034

減損損失 1,438 57 － － 1,495 － 1,495

資本的支出 1,682 1,402 9 11 3,105 44 3,149

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
小売事業
（百万円）

卸売事業
（百万円）

不動産事
業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 23,041 34,701 271 770 58,784 － 58,784

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 2 124 807 933 (933) －

計 23,041 34,703 395 1,577 59,718 (933) 58,784

営業費用 30,004 36,504 346 1,279 68,134 1,251 69,385

営業利益または営業損失

（△）
△6,962 △1,801 49 298 △8,416 (2,184) △10,600

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
       

資産 16,264 17,412 982 1,089 35,748 10,631 46,380

減価償却費 1,234 1,637 34 100 3,005 68 3,074

減損損失 4 － － － 4 － 4

資本的支出 1,540 949 68 267 2,826 135 2,962

　（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

EDINET提出書類

株式会社不二家(E00374)

有価証券報告書

 61/109



２．各事業区分の主な製品等

事業区分 主要な事業内容

小売事業
ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等の洋菓子類の製造販売、喫茶

及び飲食店の経営

卸売事業 チョコレート、キャンディ、焼菓子、飲料及び乳飲料等菓子食品類の製造販売

不動産事業 不動産の賃貸、管理等

その他の事業 ＤＮＡの解析及び試薬の販売、事務受託業務及びアウトソーシング受託

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費

用の金額は1,779百万円及び2,184百万円であり、その主なものは当社の総務、管理、経理、人事部門及び基礎研

究等に係る費用であります。

４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

4,935百万円及び10,631百万円であり、その主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）及び本社等

に係る資産等であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

６．会計方針の変更

（当連結会計年度）

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）に記載のとおり、当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比

較して、減価償却費は「小売事業」で33百万円、「卸売事業」で31百万円、「不動産事業」で０百万円、「その

他の事業」で３百万円増加しております。営業費用は「小売事業」で33百万円、「卸売事業」で31百万円、「不

動産事業」で０百万円、「その他の事業」で３百万円増加し、営業利益は同額減少し、また営業損失（△）は同

額増加しております。

７．追加情報

（当連結会計年度）

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）に記載のとおり、当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は「小売事業」で87百万円、「卸売事業」で147百万円、「不

動産事業」で１百万円、「その他の事業」で２百万円増加しております。営業費用は「小売事業」で87百万円、

「卸売事業」で147百万円、「不動産事業」で１百万円、「その他の事業」で２百万円増加し、営業利益は同額

減少し、また営業損失（△）は同額増加しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成20年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成20年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 その他の関係会社 　

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有
（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

その他の

関係会社

 山崎製

パン㈱

 東京都

千代田区
11,014

パン、和

菓子、洋

菓子等製

造及び販

売

 被所有

35.0

 兼任

 ２名

当社製

品の販

売

 製品の販売

 （注）２
414  売掛金 52

同社製

品の仕

入

 製品の仕入

 （注）２
190  買掛金 20

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．当社製品の販売及び同社製品の仕入については、市場価格を参考に決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       57.27円

１株当たり当期純損失     64.06円

１株当たり純資産額    111.81円

１株当たり当期純損失          5.59円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　１．１株当たり当期純損失金額

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失（百万円） 8,090 1,075

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 8,090 1,075

期中平均株式数（千株） 126,294 192,271

　２．１株当たり純資産額

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 7,302 21,708

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 7,232 21,726

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る期末の純資産額との差額の主な内訳

（百万円）

  

少数持主持分 69 △18

普通株式の発行済株式数（千株） 126,344 194,376

普通株式の自己株式数（千株） 54 64

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（千株）
126,289 194,312
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅰ．業務資本提携及び第三者割当による新株式発行

  当社は平成19年３月26日において、山崎製パン株式会社

（以下「山崎製パン」といいます。）との業務資本提携

（以下「本業務資本提携」といいます。）及び第三者割当

による新株式の発行を行うことを決議し、山崎製パンとの

間で業務資本提携契約を締結いたしました。 

 １．業務提携について

  当社は、平成19年１月に発生いたしました「消費期限切

れ原材料使用等」の不祥事により、山崎製パンの技術支援

を得てＡＩＢ（American  Institute  of  Baking）の「食品安

全統合基準」に則った教育指導及び監査システムを当社

工場に順次導入し、食品安全衛生管理体制の整備を進めて

まいりました。

　今般、当社と山崎製パンは、両社の持つ菓子及び洋菓子事

業に関するノウハウを融合することにより両社の企業価

値を更に向上させることを目的として、本業務資本提携を

行うことにいたしました。

　業務提携の内容といたしましては、両社製品の相互販売、

相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売拠点の

共同開発、物流の共同化等を継続的に検討し、シナジー効

果の発揮による企業価値の向上に努めてまいる所存であ

ります。具体的なプラン及びスケジュールにつきまして

は、両社で「業務提携推進委員会」を設置し、鋭意検討し

てまいります。

　なお、本業務提携に伴い、第112期定時株主総会において、

当社は、山崎製パンから派遣された５名を当社取締役に

（代表取締役１名を含む）及び１名を当社監査役に推薦

しそれぞれ選任されました。

 ２．資本提携について

  当社は、山崎製パンあてに普通株式159億87百万円の

第三者割当増資を実施いたしました。

  第三者割当による新株式発行

  １．新株式発行概要

   (1) 発行新株式数　   普通株式  68,032,000株

   (2) 発行価額　　　   １株につき　　   235円

   (3) 発行価額の総額         15,987,520,000円

   (4) 資本組入額　     １株につき 　　  118円

   (5) 申込期日　　　　 平成19年4月10日(火)

   (6) 払込期日　　　　 平成19年4月11日(水)

   (7) 新株券交付日　　 平成19年4月11日(水)

   (8) 割当先及び株式数 山崎製パン株式会社　

                                  68,032,000株

──────
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   (9) 新株式の継続所有等の取決めに関する事項

     当社は新株式の割当先に対して、割当新株式の発行

   日から２年以内に当該株式の全部又は一部を譲渡する

   場合は、当社へ報告する旨の確約を依頼する予定で

   す。

  ２．今回の増資による発行済株式総数の推移

　  現在の発行済株式総数　　      　126,344,590株

　  増資による増加株式数　    　　　 68,032,000株

 　 増資後発行済株式総数　　    　　194,376,590株

  ３．増資の理由及び資金の使途等

   (1) 増資の理由

　   自己資本の充実による財務基盤の強化を図ると共に

   引受会社との営業協力を行うことで営業力の強化を図

   ります。

   (2) 発行価額の算定根拠

　   新株発行決議日の前営業日までの直近３ヶ月間の株

   式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取

   引の終値平均値238円を参考として、235円（ディスカ

   ウント率約1.26％）といたしました。かかるディスカ

　 ウント率は、最近の当社の業績や株価の変動状況等を

   考慮し、割当先との交渉の結果決定したものです。

   (3) 増資調達資金の使途

     今回の新株式発行による調達資金は、下記の目的に

   充当する予定です。

    食品安全衛生管理体制の整備      5,000,000千円

    洋菓子ＦＣ事業の強化            4,000,000千円

    その他当社の事業基盤の強化に必要な設備投資等

                                    6,907,520千円

  ４．当社は、平成19年４月23日開催の取締役会におい

    て、平成19年６月開催の第112期定時株主総会に係

    る基準日後に第三者割当により新株式を取得した者

    に対し当該定時株主総会に係る議決権を付与するこ

    とを決定しました。

  （1）議決権を付与する新株式

　　 第三者割当による新株式の発行

　　   発行新株式数 　普通株式　68,032,000株

　　   議決権の数　 　　　　　　　　68,032個

　　   株主名 　　　　山崎製パン株式会社

  （2）議決権を付与する理由

　　 当社は、会社法第124条第４項に鑑み、当該定時株

   主総会開催時に最も近い時点での、全株主の意思を株

   主総会に反映させることができる株主総会を開催した

   いとの判断に基づき、基準日後の株主に議決権の付与

   を認めることを決議しました。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅱ．当社子会社の分割に関する合意書締結

  当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、当

社、当社子会社である株式会社不二家フードサービス（以

下「不二家フードサービス」といいます）及びベーシッ

ク・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「ベー

シック・キャピタル・マネジメント」といい、併せて「３

社」といいます）の間で、不二家フードサービスのレスト

ラン等事業を会社分割により、ベーシック・キャピタル・

マネジメントが投資助言する株式会社みのり（以下「み

のりファンド」といいます）と当社が共同で設立する新

会社（以下「新会社」といいます）へ承継させることに

関し、「事業再生支援に関する合意書」（以下「本合意

書」といいます。）を締結することを決議し、同日３社間

で本合意書を締結いたしました。

 １．本合意書締結の経緯及び目的

    当社は、平成18年12月11日、３社間で、不二家フー

  ドサービスのレストラン等事業の再生及び改革支援を

  進めるべく、同事業を会社分割により、当社がみのり

  ファンドと共同で設立する新会社へ承継させる旨の

  「当社子会社の分割に関する覚書」（以下「本覚書」

  といいます。）を締結いたしました。しかしながら、

  平成19年１月11日以降に判明した当社の品質管理体制

  の問題のため、３社は、かかる問題の影響等を見極め

  るべく、新会社の設立を延期し、本覚書に基づき協議

  を継続してまいりました。３社は、これら一連の経緯

  を踏まえた上で、不二家フードサービスのレストラン

  等事業の再生及び改革支援を進めるべく、改めて本合

  意書を締結するに至ったものです。

    当社は、みのりファンドと共同で新会社を設立し、

  不二家フードサービスのレストラン等事業を会社分割

  により新会社へ承継させ、財務状況の改善される新会

  社において、出店戦略やメニューマーチャンダイジン

  グ等の見直し、レストラン等事業に精通した経営陣の

  招聘等経営体制の改革、並びに、社内意思決定の明確

  化及び迅速化等により、抜本的なレストラン等事業の

  収益改善に取り組んでまいります。

 ２．会社分割の概要

   (1) 当社は、みのりファンドと共同で新会社を平成

    19年６月１日に新会社を設立し、平成19年８月１日

    をもって不二家フードサービスのレストラン等事業

    を新会社に承継させる。

   (2) 新会社の出資額（比率）は、当社が6,500万円

    （65.0％）、みのりファンドが3,500万円（35.0％）

    とする。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   (3) 日程

    本合意書締結             平成19年５月24日

    新会社設立               平成19年６月１日

    分割契約承認取締役会     平成19年６月18日

    分割契約の締結           平成19年６月18日

    分割契約承認株主総会     平成19年７月12日(予定)

    分割の期日（効力発生日） 平成19年８月１日(予定)

    分割登記の期日           平成19年８月上旬(予定)

  ３．新会社（分割承継会社）の概要

   (1) 商号　　　　　株式会社エフアンドビイ

   (2) 本店住所　　　東京都中央区銀座4丁目2番12号

   (3) 公告の方法　　官報による

   (4) 目的

　　 ①食堂、喫茶店の営業

     ②菓子、アイスクリーム及びパン類の製造、販売

     ③清涼飲料水及び乳製品、酒類の製造、販売

     ④雑誌及び刊行物の販売

     ⑤タバコ小売

     ⑥不動産の売買、賃貸、管理及び仲介

     ⑦前各号に付帯する投資またはこれに関連する一切

       の事業

   (5) 発行可能株式総数　　　　　20万株　

   (6) 発行する株式の種類及び数　1万株・普通株式

   (7) 設立時資本金の額　　　　　5000万円

   (8) 代表者　　代表取締役会長（非常勤）山田憲典

                 代表取締役社長（常勤）  小島靜雄

   (9) その他

   　 現不二家フードサービスは、分割の期日（効力発

    生日）に、その商号を「株式会社ＦＦＳ」に変更す

    るとともに、新会社「株式会社エフアンドビイ」は

    同日に、その商号を「株式会社不二家フードサービ

    ス」に変更する予定です。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

㈱不二家 第四回無担保社債 平成17年２月18日
300

(100)

200

(100)
1.01 － 平成22年２月18日

合計 － －
300

(100)

200

(100)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

100 100 － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,641 3,740 2.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,087 2,012 2.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,033 4,832 2.5
平成21年～

平成26年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 14,763 10,584 － －

　（注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,370 1,308 131 10

２．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

①決算日後の状況

　特記すべき事項はありません。

②訴訟等

　当社を被告として、３件４億76百万円の損害賠償請求訴訟が係争中であります。これらは、いずれも平成19年１

月の「消費期限切れ原材料の使用」に端を発した食品安全衛生問題を契機とした売上不振により、原告が経営し

ている不二家ファミリーチェーン店舗の売上が大きく減少したため多大なる損害を受けたと主張したものであ

り、その損害をそれぞれ当社に対し賠償請求しているものであります。

  現在、これらの訴訟は東京地方裁判所において審理中であります。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,188   7,896  

２．受取手形 ※４  4   80  

３．売掛金
※２
※４

 1,759   6,001  

４．製品・商品   710   1,876  

５．原材料   1,046   957  

６．仕掛品   80   217  

７．貯蔵品   280   199  

８．前払費用   183   179  

９．関係会社短期貸付金   2,750   5,933  

10．その他 ※２  740   306  

貸倒引当金   △3,313   △5,846  

流動資産合計   5,431 16.2  17,801 41.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 22,894   23,341   

減価償却累計額  16,182 6,711  16,584 6,756  

(2）構築物  1,821   1,849   

減価償却累計額  1,417 403  1,468 381  

(3）機械及び装置  34,215   34,072   

減価償却累計額  27,332 6,882  27,881 6,191  

(4）車両運搬具  369   364   

減価償却累計額  316 52  328 35  

(5）工具器具及び備品  3,109   2,864   

減価償却累計額  2,678 431  2,471 392  

(6）土地 ※１  2,814   2,813  

(7）建設仮勘定   79   67  

有形固定資産合計   17,375 51.9  16,639 38.7

２．無形固定資産        

(1）借地権   105   105  

(2）商標権   0   0  

(3）ソフトウェア   300   203  

(4）その他   56   55  

無形固定資産合計   462 1.4  365 0.8
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前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  3,285   1,626  

(2）関係会社株式   2,963   2,915  

(3）出資金   16   12  

(4）関係会社出資金   217   219  

(5）長期貸付金   248   268  

(6）従業員長期貸付金   64   59  

(7）関係会社長期貸付金   185   139  

(8）破産更生債権等   43   38  

(9）長期前払費用   396   256  

(10）保証金及び敷金   2,464   2,239  

(11）前払年金費用   619   700  

(12）その他   131   135  

貸倒引当金   △429   △387  

投資その他の資産合計   10,208 30.5  8,223 19.1

固定資産合計   28,047 83.8  25,228 58.6

資産合計   33,478 100.0  43,029 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 　  285   355  

２．買掛金 ※２  2,356   4,477  

３．短期借入金 ※１  4,953   3,578  

４．１年内に返済予定の長
期借入金

※１  1,827   1,908  

５．１年内に償還予定の社
債

　  100   100  

６．未払金 ※２  3,828   2,394  

７．未払歩戻奨励金   353   931  

８．未払消費税等   －   94  

９．未払費用   487   517  

10．未払法人税等   123   156  

11．前受金   112   102  

12．賞与引当金   551   519  

13．店舗閉鎖損失引当金   302   164  

14．たな卸資産廃棄損失引
当金

  469   －  

15．ＦＣ営業補償引当金   270   －  

16．設備関係支払手形   366   464  

17．その他   149   45  

流動負債合計   16,538 49.4  15,809 36.8
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前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．社債   200   100  

２．長期借入金 ※１  6,223   4,700  

３．繰延税金負債   275   47  

４．退職給付引当金   1,536   1,355  

５．債務保証損失引当金   1,695   18  

６．預り保証金 ※２  563   498  

固定負債合計   10,494 31.3  6,720 15.6

負債合計   27,033 80.7  22,530 52.4

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  6,317 18.9  14,345 33.3

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 7,453   15,412   

資本剰余金合計 　  7,453 22.3  15,412 35.8

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △8,019   △9,558   

利益剰余金合計 　  △8,019 △24.0  △9,558 △22.2

４．自己株式 　  △8 △0.0  △10 △0.0

株主資本合計 　  5,742 17.2  20,189 46.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  696 2.1  309 0.7

２．繰延ヘッジ損益 　  6 0.0  －  

評価・換算差額等合計 　  702 2.1  309 0.7

純資産合計 　  6,445 19.3  20,498 47.6

負債純資産合計 　  33,478 100.0  43,029 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   51,148 100.0  48,524 100.0

Ⅱ　売上原価 ※５       

１．製品商品期首棚卸高  1,689   710   

２．当期製品製造原価  27,898   28,585   

３．当期製品商品仕入高  5,681   4,519   

４．食堂部門売上原価 ※１ 489   366   

５．その他の売上原価 ※２ 153   115   

合計  35,913   34,297   

６．他勘定振替高 ※３ 5,156   337   

７．製品商品期末棚卸高  710 30,045 58.7 1,876 32,082 66.1

売上総利益   21,102 41.3  16,441 33.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※４
※５

 26,782 52.4  25,588 52.8

営業損失   5,679 △11.1  9,147 △18.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  54   128   

２．受取配当金 ※６ 431   452   

３．雑収入  121 607 1.2 218 799 1.7

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  326   278   

２．たな卸資産廃棄損  296   105   

３．雑損失  147 770 1.5 133 517 1.1

経常損失   5,842 △11.4  8,865 △18.3

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※７ 13,037   8,330   

２．投資有価証券売却益  1,066   869   

３．役員退職慰労引当金戻
入益

 141   －   

４．その他  － 14,244 27.8 65 9,265 19.1
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前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産廃棄損 ※８ 461   351   

２．固定資産売却損 ※９ －   16   

３．減損損失 ※10 111   4   

４．関係会社株式評価損  －   685   

５．貸倒引当金繰入額 ※11 1,918   688   

６．債務保証損失引当金繰
入額

※12 1,625   －   

７．ＦＣ休業補償金  2,527   －   

８．ＦＣ営業補償引当金繰
入額

 270   －   

９．たな卸資産廃棄損失  6,382   －   

10．たな卸資産廃棄損失引
当金繰入額

 469   －   

11．店舗閉鎖損失  30   －   

12．店舗閉鎖損失引当金繰
入額

 302   32   

13．信頼回復費用 ※13 1,226   －   

14．事務所移転費用  －   70   

15．その他  19 15,346 30.0 3 1,853 3.8

税引前当期純損失   6,944 △13.6  1,453 △3.0

法人税、住民税及び事業
税

 90   84   

法人税等調整額  985 1,075 2.1 － 84 0.2

当期純損失   8,019 △15.7  1,538 △3.2
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製造原価明細書

  
前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   14,833 53.6  15,215 53.0

Ⅱ　労務費   6,910 25.0  6,839 23.8

Ⅲ　経費        

１．減価償却費  2,028   2,229   

２．外注加工費  422   361   

３．その他の経費  3,470 5,921 21.4 4,075 6,666 23.2

当期総製造費用   27,665 100.0  28,721 100.0

仕掛品期首たな卸高   313   80  

合計   27,979   28,802  

仕掛品期末たな卸高   80   217  

当期製品製造原価   27,898   28,585  

　（注）　原価計算の方法は製品グループ別単純総合原価計算を実施しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度 第112期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

6,317 9,284 △1,830 △7 13,763

事業年度中の変動額      

資本準備金の取崩し（注）  △1,830 1,830  －

当期純損失   △8,019  △8,019

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

     

事業年度中の変動額合計
（百万円）

 △1,830 △6,188 △1 △8,021

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,317 7,453 △8,019 △8 5,742

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,772 － 1,772 15,535

事業年度中の変動額     

資本準備金の取崩し（注）    －

当期純損失    △8,019

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,075 6 △1,069 △1,069

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,075 6 △1,069 △9,090

平成19年３月31日　残高
（百万円）

696 6 702 6,445

　（注）平成18年６月28日の定時株主総会における欠損てん補であります。

当事業年度 第113期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,317 7,453 △8,019 △8 5,742

事業年度中の変動額      

新株式の発行 8,027 7,959   15,987

当期純損失   △1,538  △1,538

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

     

事業年度中の変動額合計
（百万円）

8,027 7,959 △1,538 △1 14,447

平成20年３月31日　残高
（百万円）

14,345 15,412 △9,558 △10 20,189
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

696 6 702 6,445

事業年度中の変動額     

新株式の発行    15,987

当期純損失    △1,538

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△386 △6 △393 △393

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△386 △6 △393 14,053

平成20年３月31日　残高
（百万円）

309 － 309 20,498
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  当社は、平成19年１月において食品安全に関わる不祥事

により製品の安全性が確認されるまで製品の生産及び販

売が休止の状況となりました。これにより当期において80

億19百万円の大幅な当期純損失を計上することとなりま

した。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。そこで当社は、下記対策を講じ、当該状

況の解消に向け努めてまいります。

１． 経緯とこれまで行った対策

　平成19年１月に当社が消費期限切れの原材料を製品に使

用しているという安全衛生面の問題がマスコミにより報

道され、当社は報道の翌日から洋菓子工場すべての操業休

止及び洋菓子店すべての営業休止を決定いたしました。

　その後、マスコミ各社より当社の食品安全衛生面での一

連の問題が連日報道され、菓子流通大手業者や飲料販売大

手業者が当社製品の販売を休止し、店頭等から撤去する事

態となりました。その結果平成19年３月期第４四半期にお

いては売上高が前年同期に比べ大きく減少し、大幅な営業

損失を計上するに至りました。

　このような中で、当社は社長が交代し経営の責任を明確

にするとともに、社長直轄の「改革推進本部」を立ち上

げ、社外有識者で構成する「『外部から不二家を変える』

改革委員会」や「信頼回復対策会議」を発足させ社内改

革に着手いたしました。

　安全衛生面では、山崎製パン株式会社（以下「山崎製パ

ン」）と「食品安全衛生管理体制整備の支援に関する覚

書」を締結し、ＡＩＢ（American Institute of 

Baking）食品安全システムの導入を図り、その後全工場(菓

子工場を含めた全８工場)にてＡＩＢの監査基準を達成い

たしました。

　その結果、菓子３工場は平成19年３月２日より操業を再

開し、洋菓子工場は埼玉工場の３月13日を皮切りに順次操

業再開しました。また、飲料は３月19日、洋菓子は３月23

日、菓子は４月10日より本格的販売の再開を果たしまし

た。

２．コーポレート・ガバナンス面での改善

　１月の社長交代を契機に、執行体制を強化し、経営会議に

代わる執行役員会を設置し実務上の政策決定機関として

位置づけ運用してまいりました。平成19年３月26日に山崎

製パンとの間で業務資本提携契約を締結し、当期の株主総

会以降は、取締役体制を刷新し、山崎製パンからの新取締

役を加え、さらには社外取締役（２名）を招聘して新しい

体制による取締役会を発足いたしました。取締役会は業務

執行の決定機関として位置づけ、現執行役員会を廃止し、

主要取締役、常勤監査役による経営会議と主要取締役及び

執行役員等による部長会を新設し、ガバナンスの強化とと

もに意思決定及び執行の迅速化を

  当社は、前事業年度において80億19百万円の大幅な当期

純損失を計上しました。

　当事業年度においても営業損失91億47百万円、経常損失

88億65百万円、当期純損失15億38百万円を計上しました。

  当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。

  そこで当社では、山崎製パン株式会社（以下「山崎製パ

ン」）の全面的な協力のもとに経営基盤を強化すべく中

期経営計画を策定し、その達成に取り組んでおります。山

崎製パンからは資本援助をはじめ、同社の豊富な事業経験

・ノウハウや人材支援を受けており、当社中期経営計画の

遂行上不可欠の支えとなっております。同社はＡＩＢ（

American Institute of Baking）食品安全統合基準による指導

監査システム導入を契機として、当社再生の基盤作りに大

きな役割を果たしましたが、現在は技術面に止まらず、経

営、業務全般にわたって当社の再建に協力いただいており

ます。

  現在取り組んでいる「中期経営計画」は以下の通りで

あり、平成22年３月期経常利益黒字化に向け、全社一丸と

なって諸施策を推進中であります。

 １．「中期経営計画」（平成20年３月期～平成22年３月

期）の概要と現状分析

（１）本中期計画の目標

 ①平成22年に創業100周年を迎えるにあたり、不二家の

   総合力を発揮し、消費者・株主・従業員をはじめと

   するステークホルダーの期待に応える企業となる。

   その結果、平成22年３月期には、黒字化を実現しま

   す。

 ②経営ビジョンに沿った魅力ある商品・サービスの提供

 ・現在の基幹事業（洋菓子・レストラン・菓子・食品）

   を充実強化いたします。

 ・多様化する消費者のニーズに対応して新たな商品・業

   態を開発し展開いたします。

 ③メーカー力の向上と社員の意識改革

   人材・技術（生産技術・生産管理システム・商品技

   術）・設備・営業インフラを再構築し、強い不二家に

   なります。併せて社員の意識を改革して前例にとらわ

   れず自由に発想し、迅速に行動する集団を作り、風通

   しの良い企業風土を創ります。

（２）本計画のスタートにあたっての前提　

 ①新経営体制の特質

 ・業務資本提携により、不二家の経営に山崎製パンの人

   材・経営ノウハウが加わりました。

 ・両社の特長と強みの相乗効果を最大限に発揮する事業

   運営を進めております。

 ・社員やフランチャイズチェーン店の間で、『不二家

   と山崎製パンの長所が融合して、新しい不二家が生ま 
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 図ってまいります。

３． 「中期事業計画」の策定について

　平成20年３月期は洋菓子の店舗閉鎖や洋菓子・菓子の販

売アイテム数の減少により回復が遅れますが、下記諸施策

で業績の向上に努めてまいります。

  ①食品安全衛生管理体制の更なる向上による不二家ブ

    ランドの信頼回復

  ②工場の機能強化による製品アイテム数の増加

  ③山崎製パンとのコラボレーションによるベーカリー

    の導入や洋菓子ＯＥＭ

　これらにより、平成22年３月期には平成18年３月期と同

水準まで売上を回復させ、経常利益を安定的に黒字化する

ことを目標としております。

４． 資本・資金の増強

　「重要な後発事象」に記載のとおり平成19年４月11日に

山崎製パンへの第三者割当増資159億87百万円を実施

いたしました。その他会社保有資産の売却により、資金増

強を図る計画であります。

  当社は上記の経営計画の実行により継続企業の前提に

関する重要な疑義は解消されるものと考えております。

  従って当社は継続企業を前提として財務諸表を作成し

ており、継続企業の前提に関する重要な疑義の影響を財務

諸表には反映しておりません。

　  れつつある』という認識が急速に広がりつつあるな

    ど、既に目に見える形で変化が始まっております。

  ②社会的信頼回復の推進

　平成19年１月の一連の問題により、当社の社会的信

  頼は大きく揺らぎ現在もその影響を脱しておりませ

  ん。信頼回復の基本は良質で安心・安全な商品・サ

  ービスの提供という事業本来の活動ではあります

  が、透明性の高い経営を進める観点から、企業統治

  システムの構築とその開示など、社会との対話を推

  進いたします。

（３）基本戦略

 ＜基幹事業の強化及び事業領域の拡大＞

  ①既存領域（基幹３事業＋関連事業）

  基幹３事業の改革・強化

　・洋菓子事業：事業戦略の転換による収益体制の確立

　・菓子事業：本計画期間中の収益源として、より強固

    な収益基盤を確立

　・食品事業：強みを活かしたブランド・領域に集中

  ②新領域（着実な種まきの実施、早期の収穫を目指

  す）

  ・バンダイナムコグループ等との取組み

  ・キャラクタービジネス展開

  ・通販ビジネスの積極展開

 ＜事業インフラの構築と組織構造の再設計＞

  ①人材育成・開発…山崎製パンと不二家の協働経営に

    よる人材育成

  ②生産管理システムの再構築による経営管理の強化

  ③営業インフラの整備…すべての事業で営業システム

    を再構築

  ④業務責任体制の明確化(現場重視・委員会運営の推

    進)

 ＜経営の透明性確保と社会的責任の遂行＞

  ①内部統制推進・強化と外部との対話

  ②全社品質保証体制の管理充実による安全・安心の追

    求　　　

（４）現状分析

  当事業年度におきましては洋菓子・外食の店舗閉鎖や

洋菓子・菓子の販売アイテム数の減少により売上高が前

事業年度に比べて減少しております。小売部門については

回復が遅れぎみでありますが、山崎製パンとの相互ＯＥＭ

の拡充やスイーツ＆ベーカリー店舗展開などの取り組み

を着実に進めております。また、卸売部門につきましては

お取引先様との営業再開が進み売上がほぼ前年並みの水

準まで戻りつつあり、計画を上回る売上高で推移しており

ます。利益面につきましては大幅な赤字を計上しておりま

すが、上記「中期経営計画」に沿った形で売上高は徐々に

回復しており、工場の稼働率も上昇基調にあります。固定

費削減の努力と合わせて赤字幅は縮小傾向にあり、業績は

改善されつつあります。
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

２．経営体制の強化

  前事業年度の株主総会以降は、代表取締役櫻井康文以外

の取締役を一新し、山崎製パンから代表取締役会長山田憲

典以下５名を加え、更に、社外取締役２名を招聘し、新体制

による取締役会を発足させました。取締役会は経営意思の

最高決定機関として位置づけ、主要取締役による常務会

と、取締役に加え主要執行役員も出席する業務執行会議及

び取締役以下部長以上の幹部社員に関係会社の代表を加

えた事業所長会議を新設し、ガバナンスの強化とともに意

思決定及び業務執行の迅速化を図りました。（以上の会議

すべてに常勤監査役はオブザーバーとして参加）

３．資本・資金の増強

　平成19年３月26日に山崎製パンとの間で業務資本提携契

約を締結し、同年４月11日に山崎製パンへの普通株式発行

による第三者割当増資159億87百万円を実施し、財務基盤

の強化を図りました。また、当社所有資産である銀

座二丁目ビルの売却により、借入金の削減を図りました。

  当社は上記の経営計画の実行により継続企業の前提に

関する重要な疑義は解消されるものと考えております。

従って当社は継続企業を前提として財務諸表を作成して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義の影響を財務諸

表には反映しておりません。
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重要な会計方針

 
前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

──────

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・仕掛品・貯蔵品は総平均法による

原価法

同左

 原材料は最終仕入原価法による原価法 同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　これにより営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失がそれぞれ56百万

円増加しております。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産について、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これにより営業損失及び経常損失が

それぞれ234百万円増加し、税引前当

期純損失が227百万円増加しておりま

す。
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前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

また、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(2）無形固定資産

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

将来の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、

当社賞与支給規程に従い、将来の支給

見込額のうち、当期の負担額を計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）店舗閉鎖損失引当金

翌事業年度の店舗閉鎖に伴って発生

すると見込まれる損失額を計上して

おります。

(3）店舗閉鎖損失引当金

同左

 (4）たな卸資産廃棄損失引当金

翌事業年度のたな卸資産の処分に

伴って発生すると見込まれる損失額

を計上しております。

(4）　　　　──────

 (5）ＦＣ営業補償引当金

翌事業年度のフランチャイジーに対

する営業補償の見込み額を計上して

おります。

(5）　　　　──────

 (6）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。なお、会計基準変更時差異

（9,564百万円）の一部について、当

社保有株式による退職給付信託を設

定し、残額(7,668百万円)については15

年による按分額を費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(９年)による定額法により、翌

事業年度から費用処理しております。

(6）退職給付引当金

同左
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前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (7）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(7）　　　　──────

 ただし、平成19年３月13日役員退職慰

労引当金制度を廃止し、全額を取崩し

ました。

 

 (8）債務保証損失引当金

関係会社等への債務保証等に係る損

失に備えるため、被保証先の財政状態

を勘案し、個別に必要と認められる額

を計上しております。

(8）債務保証損失引当金

同左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引については、

すべて金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、当該特例処理

を適用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、すべて

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、当該特例処理を適用

しております。

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引等、金利

スワップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ取引

 ヘッジ対象……原材料輸入に係る外

貨建予定取引、借入金

の変動金利

ヘッジ対象……借入金の変動金利

 (3）ヘッジ方針

原材料輸入に係る為替変動リスク及

び将来の支払利息に係る金利変動リ

スクについて、ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

将来の支払利息に係る金利変動リス

クについて、ヘッジしております。

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しています。ただし、

特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,438百

万円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

　　　　　　　　　　──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

※１

(1）担保に供している資産

※１

(1）担保に供している資産

建物  4,441百万円

土地      2,228

投資有価証券      2,605

関連会社株式      2,074

合計       11,349

建物       4,314百万円

土地           2,228

投資有価証券           844

合計             7,387

(2）上記担保資産に対応する債務 (2）上記担保資産に対応する債務

短期借入金      4,953百万円

１年内に返済予定の長期

借入金
     1,827

長期借入金      6,223

合計       13,004

短期借入金           3,578百

万円

１年内に返済予定の長期

借入金
          1,908

長期借入金           4,700

合計        10,187

※２　関係会社に対する資産、負債で区分表示していない

ものは次のとおりであります。

※２　関係会社に対する資産、負債で区分表示していない

ものは次のとおりであります。

売掛金    74百万円

流動資産「その他」  126

買掛金  44

未払金  61

預り保証金 29

売掛金      296百万円

流動資産「その他」 76　

買掛金 126　

未払金 58　

預り保証金 27　

３　偶発債務

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証

３　偶発債務

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証

㈱不二家フードサービス      1,213百万円

㈱ダロワイヨジャポン  281

不二家サンヨー㈱  456

不二家(杭州)食品有限公司  30

㈱ユトリア不二家  16

計      1,997

㈱ダロワイヨジャポン        200百万円

不二家サンヨー㈱ 245　

不二家(杭州)食品有限公司 28

㈱ユトリア不二家 51　

計 525

関係会社他の営業債務に対する保証 関係会社他の営業債務に対する保証

不二家乳業㈱ 27

㈱ジェフグルメカード  30

計  57

不二家乳業㈱ 59　

㈱ジェフグルメカード 30　

計 89　

※４  期末日満期手形等の処理

      期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しております。また、債権の一部について

は、手形と同様の期日条件で現金決済する方式を用

いております。当事業年度は期末日が金融機関休業

のため、事業年度末日満期手形の一部が当事業年度

末残高に含まれております。その主なものは次のと

おりであります。

          受取手形                 0百万円

          売掛金                  65

※４  　　　　　　──────
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（損益計算書関係）

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　食堂部門の材料費です。 ※１　　　　　　　　　 同左

※２　不動産収入に対する売上原価であります。 ※２　　　　　　　　　 同左

※３　製品の損傷損失、商品見本、その他の払出額でありま

す。

※３ 　　　　　　　　　同左

※４　販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売費

84％、一般管理費16％であり、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※４　販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売費　

80％、一般管理費20％であり、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

１．運賃及び倉庫料      3,576百万円

２．販売促進費      8,610

３．広告宣伝費      1,851

４．水道光熱費  197

５．地代家賃  782

６．給料及び手当          3,936

７．賞与  394

８．賞与引当金繰入額  287

９．退職給付引当金繰入額  542

10．福利厚生費  814

11．減価償却費  659

12．委託業務費          1,624

13．貸倒引当金繰入額  144

14．事業税  68

１．運賃及び倉庫料          3,567

百万円

２．販売促進費   7,829

３．広告宣伝費          1,949

４．水道光熱費 178　

５．地代家賃 699　

６．給料及び手当              3,643

７．賞与 308　

８．賞与引当金繰入額 262　

９．退職給付引当金繰入額 555

10．福利厚生費 780　

11．減価償却費 643　

12．委託業務費 1,549

13．貸倒引当金繰入額 160

14．事業税 98

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は次のとおりであります。

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は

次のとおりであります。

   169百万円        125百万円  

※６　関係会社に対するもので区分表示していないものは

次のとおりであります。

※６　関係会社に対するもので区分表示していないものは次

のとおりであります。

受取配当金    380百万円 受取配当金       400百万円

※７　内訳は次のとおりであります。 ※７　内訳は次のとおりであります。

土地 12,483百万円

建物  553

合計 13,037

土地       8,109百万円

建物 214　

機械及び装置 5　

合計       8,330

※８　内訳は次のとおりであります。 ※８　内訳は次のとおりであります。

建物   184百万円

機械及び装置  120

その他  157

合計  461

建物      89百万円

機械及び装置 91　

その他 170　

合計 351　

※９　               ──────          ※９　内訳は次のとおりであります。

建物附属設備      ８百万円

機械及び装置 ８

合計 16
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※10　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

※10　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
金額

（百万円）

遊休資産
等

建物、機械
及び装置、
その他

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全５工場及び店
舗設備

111

当社は、主として事業の種類別セグメントを基礎とし

て資産のグルーピングを行っており、賃貸用資産及び

遊休資産等につきましては個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。

回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか

高い価額としております。正味売却価額は、不動産鑑

定評価に基づき算定しております。

小売グループにつきましては、減損の兆候がありまし

たが、正味売却価額が帳簿価額を上回ったため、減損

損失の認識はないとの判定に至っております。

卸売グループにつきましても、減損の兆候がありまし

たが、割引前将来キャッシュフローの総額が帳簿価額

を上回ったため、減損損失の認識はないとの判定に

至っております。

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあり

ません。

また、遊休資産等については、今後の使用の見込みが

なく、収益性の見込みもないことから、備忘価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

用途 種類 場所
金額

（百万円）

遊休資産
等

機械及び装
置

野木工場（栃木
県）

4

当社は、主として事業の種類別セグメントを基礎とし

て資産のグルーピングを行っており、賃貸用資産及び

遊休資産等につきましては個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。

回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか

高い価額としております。正味売却価額は、不動産鑑

定評価に基づき算定しております。

小売グループにつきましては、減損の兆候がありまし

たが、正味売却価額が帳簿価額を上回ったため、減損

損失の認識はないとの判定に至っております。

卸売グループにつきましても、減損の兆候がありまし

たが、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価

額を上回ったため、減損損失の認識はないとの判定に

至っております。

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあり

ません。

また、遊休資産等については、今後の使用の見込みが

なく、収益性の見込みもないことから、備忘価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

※11　貸倒引当金繰入額

関係会社に対するものであります。

※11　貸倒引当金繰入額

同左

※12　債務保証損失引当金繰入額

関係会社に対するものであります。

※12　　            ──────          

※13　信頼回復費用

信頼回復費用は、当社による消費期限切れ原材料使用

問題でほぼ休止状態にあった営業を再開するための

費用であります。

※13　　            ────── 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度 第112期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 36 6 － 42

合計 36 6 － 42

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによるものです。

当事業年度 第113期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 42 9 － 52

合計 42 9 － 52

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取りによるものです。
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（リース取引関係）

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び装置 20 14 5

工具器具及び
備品

1,105 568 537

車両運搬具 21 11 9

合計 1,147 594 552

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び装置 20 18 1

工具器具及び
備品

899 525 373

車両運搬具 17 11 5

合計 937 556 381

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　（注）　　　　　　　 同左

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内    211百万円

１年超 340

合計 552

１年内       178百万円

１年超 203

合計 381

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　（注）　　　　　　　 同左

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料    263百万円

減価償却費相当額 263

支払リース料       226百万円

減価償却費相当額 226

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

  

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 前事業年度 第112期（平成19年３月31日） 当事業年度 第113期（平成20年３月31日）

 
貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

関連会社株式 2,678 10,497 7,819 2,678 8,348 5,669
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（税効果会計関係）

前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円) (単位：百万円)

繰延税金資産  

賞与引当金 222

貸倒引当金 1,500

未払歩戻金 21

未払事業税 12

未払事業所税 5

退職給付引当金 370

その他投資評価損 20

退職給付信託設定 856

投資有価証券評価損 233

関係会社株式評価損 87

減損損失 104

債務保証損失引当金 685

たな卸資産廃棄損失引当金 185

店舗閉鎖損失引当金 122

ＦＣ営業補償引当金 109

繰越欠損金 3,928

その他 236

繰延税金資産小計 8,702

評価性引当額 △8,702

繰延税金資産計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △275

繰延税金負債計 △275

繰延税金負債の純額 △275

繰延税金資産  

賞与引当金 209

貸倒引当金 2,467

未払歩戻奨励金 36

未払事業税 27

未払事業所税 4

退職給付引当金 264

その他投資評価損 20

退職給付信託設定 868

投資有価証券評価損 233

関係会社株式評価損 364

減損損失 58

債務保証損失引当金 7

店舗閉鎖損失引当金 66

繰越欠損金 4,872

その他 111

繰延税金資産小計 9,614

評価性引当額 △9,614

繰延税金資産計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △47

繰延税金負債計 △47

繰延税金負債の純額 △47

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　当期は税引前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。

　当期は税引前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。
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（１株当たり情報）

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額          51.03円

１株当たり当期純損失     63.49円

１株当たり純資産額             105.49円

１株当たり当期純損失          8.00円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純損失の金額および純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　１．１株当たり当期純損失金額

 
前事業年度 第112期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（百万円） 8,019 1,538

普通株式に係る当期純損失（百万円） 8,019 1,538

期中平均株式数（千株） 126,306 192,284

　２．１株当たり純資産額

 
前事業年度 第112期
（平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 6,445 20,498

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 6,445 20,498

普通株式の発行済株式数（千株） 126,344 194,376

普通株式の自己株式数（千株） 42 52

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（千株）
126,302 194,324
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（重要な後発事象）

前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅰ．業務資本提携及び第三者割当による新株式発行

  当社は平成19年３月26日において、山崎製パン株式会社

（以下「山崎製パン」といいます。）との業務資本提携

（以下「本業務資本提携」といいます。）及び第三者割当

による新株式の発行を行うことを決議し、山崎製パンとの

間で業務資本提携契約を締結いたしました。 

 １．業務提携について

  当社は、平成19年１月に発生いたしました「消費期限切

れ原材料使用等」の不祥事により、山崎製パンの技術支援

を得てＡＩＢ（American  Institute  of  Baking）の「食品安

全統合基準」に則った教育指導及び監査システムを当社

工場に順次導入し、食品安全衛生管理体制の整備を進めて

まいりました。

今般、当社と山崎製パンは、両社の持つ菓子及び洋菓子事

業に関するノウハウを融合することにより両社の企業価

値を更に向上させることを目的として、本業務資本提携を

行うことにいたしました。

業務提携の内容といたしましては、両社製品の相互販売、

相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売拠点の

共同開発、物流の共同化等を継続的に検討し、シナジー効

果の発揮による企業価値の向上に努めてまいる所存であ

ります。具体的なプラン及びスケジュールにつきまして

は、両社で「業務提携推進委員会」を設置し、鋭意検討し

てまいります。

なお、本業務提携に伴い、第112期定時株主総会において、

当社は、山崎製パンから派遣された５名を当社取締役に

（代表取締役１名を含む）及び１名を当社監査役に推薦

しそれぞれ選任されました。

 ２．資本提携について

  当社は、山崎製パンあてに普通株式159億87百万円の

第三者割当増資を実施いたしました。

  第三者割当による新株式発行

  １．新株式発行概要

   (1) 発行新株式数　  普通株式   68,032,000株

   (2) 発行価額　　　  1株につき　　　   235円

   (3) 発行価額の総額         15,987,520,000円

   (4) 資本組入額　    1株につき 　　　  118円

   (5) 申込期日　　　　 　 平成19年4月10日(火)

   (6) 払込期日　　　　　  平成19年4月11日(水)

   (7) 新株券交付日　　　　平成19年4月11日(水)

   (8) 割当先及び株式数 　 山崎製パン株式会社　

                                  68,032,000株

──────
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   (9) 新株式の継続所有等の取決めに関する事項

     当社は新株式の割当先に対して、割当新株式の発行

   日から２年以内に当該株式の全部又は一部を譲渡する

   場合は、当社へ報告する旨の確約を依頼する予定で

   す。

  ２．今回の増資による発行済株式総数の推移

　  現在の発行済株式総数　　      　126,344,590株

　  増資による増加株式数　    　　　 68,032,000株

 　 増資後発行済株式総数　　    　　194,376,590株

  ３．増資の理由及び資金の使途等

   (1) 増資の理由

　   自己資本の充実による財務基盤の強化を図ると共に

   引受会社との営業協力を行うことで営業力の強化を図

   ります。

   (2) 発行価額の算定根拠

　   新株発行決議日の前営業日までの直近３ヶ月間の株

   式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取

   引の終値平均値238円を参考として、235円（ディスカ

   ウント率約1.26％）といたしました。かかるディスカ

　 ウント率は、最近の当社の業績や株価の変動状況等を

   考慮し、割当先との交渉の結果決定したものです。

   (3) 増資調達資金の使途

     今回の新株式発行による調達資金は、下記の目的に

   充当する予定です。

    食品安全衛生管理体制の整備      5,000,000千円

    洋菓子ＦＣ事業の強化            4,000,000千円

    その他当社の事業基盤の強化に必要な設備投資等

                                    6,907,520千円

  ４．当社は、平成19年４月23日開催の取締役会におい

    て、平成19年６月開催の第112期定時株主総会に係

    る基準日後に第三者割当により新株式を取得した者

    に対し当該定時株主総会に係る議決権を付与するこ

    とを決定しました。

  （1）議決権を付与する新株式

　　 第三者割当による新株式の発行

　　   発行新株式数 　普通株式　68,032,000株

　　   議決権の数　 　　　　　　　　68,032個

　　   株主名 　　　　山崎製パン株式会社

  （2）議決権を付与する理由

　　 当社は、会社法第124条第４項に鑑み、当該定時株

   主総会開催時に最も近い時点での、全株主の意思を株

   主総会に反映させることができる株主総会を開催した

   いとの判断に基づき、基準日後の株主に議決権の付与

   を認めることを決議しました。
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

Ⅱ．当社子会社の分割に関する合意書締結

  当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、当

社、当社子会社である株式会社不二家フードサービス（以

下「不二家フードサービス」といいます）及びベーシッ

ク・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「ベー

シック・キャピタル・マネジメント」といい、併せて「３

社」といいます）の間で、不二家フードサービスのレスト

ラン等事業を会社分割により、ベーシック・キャピタル・

マネジメントが投資助言する株式会社みのり（以下「み

のりファンド」といいます）と当社が共同で設立する新

会社（以下「新会社」といいます）へ承継させることに

関し、「事業再生支援に関する合意書」（以下「本合意

書」といいます。）を締結することを決議し、同日３社間

で本合意書を締結いたしました。

 １．本合意書締結の経緯及び目的

    当社は、平成18年12月11日、３社間で、不二家フー

  ドサービスのレストラン等事業の再生及び改革支援を

  進めるべく、同事業を会社分割により、当社がみのり

  ファンドと共同で設立する新会社へ承継させる旨の

  「当社子会社の分割に関する覚書」（以下「本覚書」

  といいます。）を締結いたしました。しかしながら、

  平成19年１月11日以降に判明した当社の品質管理体制

  の問題のため、３社は、かかる問題の影響等を見極め

  るべく、新会社の設立を延期し、本覚書に基づき協議

  を継続してまいりました。３社は、これら一連の経緯

  を踏まえた上で、不二家フードサービスのレストラン

  等事業の再生及び改革支援を進めるべく、改めて本合

  意書を締結するに至ったものです。

    当社は、みのりファンドと共同で新会社を設立し、

  不二家フードサービスのレストラン等事業を会社分割

  により新会社へ承継させ、財務状況の改善される新会

  社において、出店戦略やメニューマーチャンダイジン

  グ等の見直し、レストラン等事業に精通した経営陣の

  招聘等経営体制の改革、並びに、社内意思決定の明確

  化及び迅速化等により、抜本的なレストラン等事業の

  収益改善に取り組んでまいります。

 ２．会社分割の概要

   (1) 当社は、みのりファンドと共同で新会社を平成

    19年６月１日に新会社を設立し、平成19年８月１日

    をもって不二家フードサービスのレストラン等事業

    を新会社に承継させる。

   (2) 新会社の出資額（比率）は、当社が6,500万円

    （65.0％）、みのりファンドが3,500万円（35.0％）

    とする。
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前事業年度 第112期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 第113期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   (3) 日程

    本合意書締結             平成19年５月24日

    新会社設立               平成19年６月１日

    分割契約承認取締役会     平成19年６月18日

    分割契約の締結           平成19年６月18日

    分割契約承認株主総会     平成19年７月12日(予定)

    分割の期日（効力発生日） 平成19年８月１日(予定)

    分割登記の期日           平成19年８月上旬(予定)

  ３．新会社（分割承継会社）の概要

   (1) 商号　　　　　株式会社エフアンドビイ

   (2) 本店住所　　　東京都中央区銀座4丁目2番12号

   (3) 公告の方法　　官報による

   (4) 目的

　　 ①食堂、喫茶店の営業

     ②菓子、アイスクリーム及びパン類の製造、販売

     ③清涼飲料水及び乳製品、酒類の製造、販売

     ④雑誌及び刊行物の販売

     ⑤タバコ小売

     ⑥不動産の売買、賃貸、管理及び仲介

     ⑦前各号に付帯する投資またはこれに関連する一切

       の事業

   (5) 発行可能株式総数　　　　　20万株　

   (6) 発行する株式の種類及び数　1万株・普通株式

   (7) 設立時資本金の額　　　　　5000万円

   (8) 代表者　　代表取締役会長（非常勤）山田憲典

                 代表取締役社長（常勤）  小島靜雄

   (9) その他

   　 現不二家フードサービスは、分割の期日（効力発

    生日）に、その商号を「株式会社ＦＦＳ」に変更す

    るとともに、新会社「株式会社エフアンドビイ」は

    同日に、その商号を「株式会社不二家フードサービ

    ス」に変更する予定です。 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券   

その他有価証券   

㈱アサツーディ・ケイ 328,000 1,164

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 24,864 62

イオン㈱ 32,689 38

㈱マルエツ 25,074 23

㈱ライフコーポレーション 14,490 20

紀州食品㈱ 120,000 15

㈱サークルＫサンクス 7,603 12

㈱ヤマナカ 12,664 12

㈱マルイチ産商 19,960 12

ヤマエ久野㈱ 11,300 10

その他54銘柄 242,234 254

小計 838,878 1,626

計 838,878 1,626
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却累計
額又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 22,894 904 457 23,341 16,584 743 6,756

構築物 1,821 29 1 1,849 1,468 52 381

機械及び装置 34,215 1,092
1,234

(4)
34,072 27,881 1,667 6,191

車両運搬具 369 4 9 364 328 20 35

工具器具及び備品 3,109 159 405 2,864 2,471 164 392

土地 2,814 － 0 2,813 － － 2,813

建設仮勘定 79 2,183 2,194 67 － － 67

有形固定資産計 65,304 4,373
4,303

(4)
65,373 48,734 2,649 16,639

無形固定資産        

借地権 105 － － 105 － － 105

商標権 9 － － 9 9 0 0

ソフトウェア 576 15 14 576 373 112 203

その他 95 0 － 95 40 0 55

無形固定資産計 787 15 14 788 423 112 365

長期前払費用 778 34 184 628 372 135 256

繰延資産        

───── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建物 埼玉工場 洋菓子安全衛生投資等 164百万円
 音羽事業所 事務所移転等 113百万円

機械及び装置 平塚工場 チョコレート等生産設備増設等 327百万円
 富士裾野工場 キャンディ等生産設備増設等 248百万円
 秦野工場 焼菓子等生産設備増設等 216百万円

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

建物 直営店舗 店舗閉鎖による毀損 216百万円

機械及び装置 野木工場 生産設備等老朽化による毀損 94百万円
 平塚工場 生産設備等老朽化による毀損 156百万円
 富士裾野工場 生産設備等老朽化による毀損 94百万円
 秦野工場 生産設備等老朽化による毀損 228百万円
 菓子製造設備 遊休生産設備等の売却 302百万円

 ３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 3,743 6,234 36 3,706 6,234

賞与引当金 551 519 551 － 519

店舗閉鎖損失引当金 302 49 170 16 164

たな卸資産廃棄損失引当金 469 － 403 65 －

ＦＣ営業補償引当金 270 － 270 － －

債務保証損失引当金 1,695 18 － 1,695 18

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、3,706百万円は洗替額であり、0百万円は回収による取崩額で

あります。

２．店舗閉鎖損失引当金の当期増加額は翌期の店舗閉鎖に伴って発生すると見込まれる損失額であり、「当期減

    少額（その他）」は実際支払額との差額であります。

３．たな卸資産廃棄損失引当金の「当期減少額（その他）」は実際支払額との差額であります。

４．債務保証損失引当金の当期増加額は不二家サンヨー㈱に対するものであり、当期減少額（その他）は貸倒引

    当金への振替であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 48

預金の種類  

当座預金 580

普通預金 3,995

外貨普通預金 42

通知預金 3,230

小計 7,848

計 7,896

ロ　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱大信菓子 27

㈱柏葉田中 16

その他 37

計 80

(ロ）期日別内訳

金額（百万円）
期日別

平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月以降

80 71 8 － －

ハ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱サンエス 1,023

㈱山星屋 644

サッポロ飲料㈱ 426

コンフェックス㈱ 373

㈱高山 335

その他 3,197

計 6,001

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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区分

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

特約店 778 34,517 30,708 4,588 87.0 28

フランチャイズ

チェーンほか
968 15,537 15,122 1,384 91.6 28

その他 12 528 512 28 94.7 14

計 1,759 50,584 46,343 6,001 88.5 28

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが上記発生高には消費税等が含まれております。

ニ　たな卸資産

区分 小売部門（百万円） 卸売部門（百万円） 計（百万円）

製品・商品 432 1,444 1,876

原材料 304 653 957

仕掛品 34 182 217

貯蔵品 171 27 199

計 943 2,308 3,251

ホ　関係会社株式

銘柄名 残高（百万円）

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム㈱ 2,678

㈱不二家システムセンター 105

日本食材㈱ 60

不二家テクノ㈱ 30

その他８銘柄 41

計 2,915

へ　関係会社短期貸付金

銘柄名 残高（百万円）

㈱ＦＦＳ 4,753

不二家サンヨー㈱ 640

㈱不二家フードサービス 300

不二家乳業㈱ 170

㈱ダロワイヨジャポン 70

計 5,933

ト　保証金及び敷金

相手先 残高（百万円）

茨城グリーン開発㈱（音羽事務所） 113
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相手先 残高（百万円）

田島忠雄（数寄屋橋店） 82

㈱川崎ステーションビル（川崎ＢＥ店） 73

荒川幸一（御器所通店） 70

㈲松本不動産（鎌倉店） 63

その他（㈲丸久家具店（赤羽店）他） 1,836

計 2,239

②　負債の部

イ　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

大東栄紙工㈱ 149

村上紙器印刷㈱ 49

エム・ジー・エス・ジャパン㈱ 39

㈱山星屋 27

ニューロン製菓㈱ 22

その他 66

計 355

(ロ）期日別内訳

区分 金額
期日別

平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月以降

商品原材料代（百万円） 328 106 94 56 70

その他（百万円） 26 6 10 4 4

計（百万円） 355 113 105 61 75

ロ　買掛金

相手先 金額（百万円）

双日食料㈱ 312

不二製油㈱ 309

凸版印刷㈱ 304

大日本印刷㈱ 304

㈱ＡＤＥＫＡ 291

その他 2,954

計 4,477

ハ　短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱りそな銀行 1,486

㈱みずほコーポレート銀行 980
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借入先 金額（百万円）

㈱横浜銀行 330

㈱三井住友銀行 332

農林中央金庫 250

中央三井信託銀行㈱ 200

計 3,578

ニ　未払金

相手先 金額（百万円）

㈱博報堂 552

㈱電通 286

大日本印刷㈱ 112

㈱アサツーディ・ケイ 100

㈱アーバン・ナウ 59

その他 1,283

計 2,394

ヘ　長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 1,286

㈱みずほコーポレート銀行 1,130

㈱横浜銀行 700

㈱りそな銀行 605

農林中央金庫 367

その他４金融機関 612

計 4,700

（３）【その他】

①決算日後の状況

　特記すべき事項はありません。

②訴訟等

　当社を被告として、３件４億76百万円の損害賠償請求訴訟が係争中であります。これらは、いずれも平成19年１

月の「消費期限切れ原材料の使用」に端を発した食品安全衛生問題を契機とした売上不振により、原告が経営し

ている不二家ファミリーチェーン店舗の売上が大きく減少したため多大なる損害を受けたと主張したものであ

り、その損害をそれぞれ当社に対し賠償請求しているものであります。

  現在、これらの訴訟は東京地方裁判所において審理中であります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券　10,000株券　1,000株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途に定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.fujiya-peko.co.jp/denshi/

株主に対する特典

毎年３月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し

不二家の洋菓子店・喫茶及び不二家レストランで使用できるご優待券を６

月中旬に贈呈する。

1,000株から4,999株まで所

有の株主
小売価格3,000円相当の株主ご優待券

5,000株から9,999株まで所

有の株主
小売価格4,000円相当の株主ご優待券

10,000株以上の所有の株主 小売価格6,000円相当の株主ご優待券

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受

ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当該事業年度の開始の日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　１　臨時報告書

平成19年４月11日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

　２　臨時報告書の訂正報告書

平成19年５月25日関東財務局長に提出。

平成18年12月12日提出臨時報告書の訂正報告書であります。

　３　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月22日関東財務局長に提出。

事業年度（第111期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　４　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第112期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。

　５　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月25日関東財務局長に提出。

事業年度（第112期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　６　半期報告書

（第113期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２７日

株　式　会　社　不　二　家
取　締　役　会　 御　中

公認会計士松本善一事務所

 
 
 

公認会計士　松　本　善　一

 

五島公認会計士事務所

 
 
 

公認会計士　五　島　　　伸

 

み　す　ず　監　査　法　人

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　佐　藤　元　宏

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　藥　袋　政　彦

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家及

び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は平成１９年１月に発生した食品安

全に係る不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の生産、販売休止の状況となった。これにより当連結会計年度に

おいて大幅な当期純損失を計上していることから継続企業に関する重大な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画

等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財

務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月１１日山崎製パン株式会社に対して第三者割当増資を実

施している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２４日開催の取締役会において、株式会社不二家フード

サービス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの

事業再生支援に関する合意書の締結に関して決議した。
 
会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
 

以　　上
 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月12日

株式会社不二家  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　元宏

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 薬袋　政彦

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社不二家の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

不二家及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において80億90

百万円の当期純損失を計上した。当連結会計期間においても営業損失106億円、経常損失103億27百万円、当期純損失10億

75百万円を計上し、また、営業キャッシュ・フローは130億10百万円のマイナスとなった。当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸

表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に反映していない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２７日

株　式　会　社　不　二　家
取　締　役　会　 御　中

公認会計士松本善一事務所

 
 
 

公認会計士　松　本　善　一

 

五島公認会計士事務所

 
 
 

公認会計士　五　島　　　伸

 

み　す　ず　監　査　法　人

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　佐　藤　元　宏

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　藥　袋　政　彦

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表

に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討すること

を含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家の平成

１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

 

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は平成１９年１月に発生した食品安

全に係る不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の生産、販売休止の状況となった。これにより当事業年度におい

て大幅な当期純損失を計上していることから継続企業に関する重大な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は

当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反

映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月１１日山崎製パン株式会社に対して第三者割当増資を実

施している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２４日開催の取締役会において、株式会社不二家フード

サービス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの

事業再生支援に関する合意書の締結に関して決議した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月12日

株式会社不二家  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　元宏

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 薬袋　政彦

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社不二家の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第113期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二

家の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

追記情報

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は前会計年度において80億19百万

円の当期純損失を計上した。当事業年度においても営業損失91億47百万円、経常損失88億65百万円、当期純損失15億38百

万円を計上した。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消するための経営

計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を財務諸表に反映していない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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